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第１章 序論 

1.1 研究の背景 

 近年、地震や台風などの自然災害の被害が甚大化している。また社会情勢の変化から重要

設備へのテロや破壊工作に対する監視が求められている。図 1.1 に日本における土砂災害の

発生件数の推移を示す 1.1)。また図 1.2 に 2000 年以降の日本における災害の一例を示す 1.2)。 

 

 

図 1.1 日本における土砂災害の発生件数の推移 1.1) 

 

 

図 1.2 日本における災害の一例 1.2) 

 

しかしながら特に日本では高齢化と少子化による技術者の減少、人手不足が大きな社会

問題となっており、上記のような問題への対応が難しくなっている。さらにインフラの老朽

化により監視が必要な設備も増えているという課題もある。図 1.3に日本における建設後 50
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年以上経過する社会資本の割合を示す 1.3)。また図 1.4 に日本における平成 28年度の各施設

の点検の実施状況を示す 1.4)。 

 

 

図 1.3 日本における建設後 50年以上経過する社会資本の割合 1.3) 

 

 

図 1.4 日本における平成 28 年度の各施設の点検の実施状況 1.4) 

 

これらの社会課題に対して、広範囲を監視でき、自動で異常を検知するようなシステムが
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必要とされている。現在 IoT (Internet of Things)や監視カメラの普及により様々な情報が取得

され、ビッグデータ解析や AI (Artificial Intelligence)、機械学習による異常検知が行われるよ

うになった。特に橋や壁面のひび割れ、腐食、破断などに対して、ドローンカメラや LiDAR 

(Light Detection and Ranging)によるスキャンニングと画像診断、振動計やひずみ計による常

時監視と異常検知など、実用化に向けて技術開発が進められている 1.5) 1.6)。大きなインフラ

設備を監視するためには、カメラや LiDAR のような広範囲の情報、もしくは多点のセンサ

ネットワークが必要になる。カメラや LiDAR で対応しきれないような用途や環境では、ポ

イントセンサを無線通信によりデータを収集し、クラウドで管理することで敷設コストや

データ管理の煩雑さを解消するようなシステムが提案されている 1.7)。 

光ファイバ分布型音響センサ DAS (Distributed Acoustic Sensor)は光ファイバの伸縮を数m

毎に取得できるため、2000年代頃から石油などの掘削のための VSP (Vertical Seismic Profile)

に利用されてきた 1.8)。昨今の光通信技術の発展に伴い、DASの長距離化、精度向上が図ら

れている。その結果、侵入検知や地震観測、電車や車の交通量監視など DASを社会実装す

るための応用研究が盛んに行われている。表 1.1-1 に DAS と無線センサネットワークの特

徴を比較した。DAS のメリットとしては、給電が不要で通信とセンサが１本の光ファイバ

により行われるため、敷設とメンテナンスのコストが少なく済むことや、電磁波の干渉を受

けず、被覆によっては高温や耐薬、水圧環境にも耐えうるという点がある。 

 

表 1.1-1 DASと無線センサネットワークの特徴比較 1.9) 

 
DAS 

無線センサネットワーク

(ZigBee) 

耐用年数 約 20 年(光ファイバ) 数年（電池寿命） 

最大接続数 10,000/本～ 64,000 

接続遅延時間 （光ファイバ長/光速）s 30 ms 

通信距離 ～50 km 30–100 m 

伝送レート 数百 Mbps/本 250 kbps 

 

1.2 研究の目的 

 本研究では広範囲を監視し、自動で異常を検知するシステムの中でも、特に他センサネッ

トワークに比べて DAS の長所を活かすことができる海底地震の観測を目的とした DAS シ

ステムの社会実装を目指し、社会実装に向けた課題を考え解決方法を検討する。DAS はメ

ンテナンス性やコストの観点から海底ケーブルを用いた次世代の地震観測網として期待さ

れている。社会実装に向けた課題として、長距離でのノイズ、膨大なデータの処理、最適な

異常検知手法が挙げられる。本稿ではそれらについて検討した結果について述べる。また実

際の海底光ケーブルを用いて DASによる地震観測を行い、得られたデータについて異常検

知手法を適用し、有用性を確認した。 
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1.3 本論文の構成 

 第１章では、本研究の背景および目的、本論文の構成について述べた。 

 第 2 章では、光ファイバと光ファイバセンサの従来技術や既往の研究についてまとめた。

さらに DASの構成や応用研究についてまとめ、本研究の位置づけについて述べる。 

 第３章では、DAS におけるノイズについて考察し、光増幅器による実験結果について述

べる。 

 第 4章では、本研究で開発した DASデータにおける異常検知手法について述べる。 

 第 5章では、海底光ケーブルを用いた地震観測を行い、開発した異常検知手法の適用性検

証を行い、従来の地震観測システムとの比較について述べる。 

 第 6章では、本研究で得られた成果をまとめる共に、今後の課題について述べる 

 図 1.3-1に本論文の構成を図示する。 

 

 

図 1.3-1 本論文の構成 

 

1.4 参考文献 

1.1) 国土交通省 近年顕在化した課題 
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1.2) 国土交通省 自然災害の頻発・激甚化 

https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r02/hakusho/r03/html/n1222000.html
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1.5 本論文で扱う記号 

 以下に本論文で扱う記号と説明を以下にまとめた。 

 

記号 単位 物理量・定義 

<n> 
 

光増幅器の出力平均光子数 

<N> 
 

光バンドパスフィルタ後の出力平均光子数 

<n0> 
 

信号光の光子数 

A 
 

振幅 

BR Hz 受光器の帯域幅 

c m/s 光速 (3.00×108) 

E 
 

光波 

EL 
 

局所発信光 

Es 
 

信号光 

F 
 

増幅器の雑音指数 

fmax Hz 最大測定周波数 

fs Hz パルス周波数 測定周波数 

FWHM ｍ 半値幅 

G m ゲージ長 

g m/s2 重力加速度 

Ga 
 

光増幅器の利得 

Gb 
 

帰路の光増幅器の利得 

Gi 
 

順路の光増幅器の利得 

H 
 

ヘヴィサイドの階段関数 

h m 水深 

I A 受光器の出力 

I' A ビート信号の出力 

ℑ 
 

フーリエ変換 

Id A 暗電流 

II A I 信号電流 

IL A 局所発信光の光電流 

IQ A Q 信号電流 

is A ショット雑音におる電流 

iT A 熱雑音により発生する電流 

Kas 
 

アンチストークス光の散乱強度に関する定数 

kB m2kg/s2K ボルツマン定数 (1.38×10-23) 
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記号 単位 物理量・定義 

Ks 
 

ストークス光の散乱強度に関する定数 

L m 光ファイバの長さ 

Lc ｍ コヒーレンス長 

Lmax m 最大測定可能距離 

n 
 

屈折率 

N0 
 

入射する光子数 

N1 
 

基底状態の原子密度 

N2 
 

励起状態の原子密度 

Nf 
 

光源の光強度の揺らぎ 

Ns W ショット雑音電力 

nsp 
 

自然放出係数、反転分布パラメータ 

Nsp W 自然放出光の雑音電力 

NT W 熱雑音電力 

P W 平均光強度 

PB W 受光器に入るビート信号電力 

pij 
 

ポッケルス係数 

PL W 局所発信光の光強度 

Ps W 後方レイリー散乱光強度 

q C 電子電荷 (-1.60×10-19) 

RG 
 

ゲージ長の波数応答 

RIN 
 

相対強度雑音 

RL Ω 負荷抵抗 

Rp 
 

光パルスの波数応答 

SNR 
 

信号雑音比 

T K 温度 

t s 時間 

Ts K 固化温度 

v m/s 光ファイバの伸長速度 

z' m 光増幅器間の距離 

α dB/m 光ファイバの伝送損失 

β 
 

等温圧縮率 

Γ rad 光ファイバに対する地震波の入射角 

γ 
 

入射光に対する後方レイリー散乱係数 
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記号 単位 物理量・定義 

δ  ディラックのデルタ関数 

Δf Hz 光バンドパスフィルタの帯域幅 

ΔL m ファイバ長の変化 

Δn 
 

屈折率の変化 

δn 
 

光弾性効果による屈折率変化 

ΔT K 温度変化 

Δν Hz 光源のスペクトル幅 

Δφ rad ２つの光の位相差変化 

ε 
 

ひずみ 

ζ 
 

光ファイバの光量損失 

θ rad 位相 

θL rad 局所発信光の位相 

θs rad 信号光の位相 

λ m 波長 

λas m アンチストークス光の波長 

λs m ストークス光の波長 

μ 
 

ガウシアンノイズの平均値 

νp 
 

ポアソン比 

νR 1/m ラマンシフト 

ξ 
 

弾性係数を考慮したスケール因子(≈0.78) 

σ 
 

ガウシアンノイズの標準偏差 

σk 
 

光パルスをガウシアン波形としたときの標準偏差 

σn
2 

 
光増幅器の出力光子数の分散 

Σn
2 

 
光バンドパスフィルタ後の光増幅器の出力光子数の分散 

σψ 
 

ゲージ長内の位相差変化のパルス間変化の標準偏差 

τ m 光パルスのパルス幅 

φ rad 2 つの光の位相差 

ψ rad ゲージ長内の位相差変化のパルス間変化 

ω rad/s 角振動数 

ωk rad/m 角波数 
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第 2 章 光ファイバセンサ技術および研究 

 本章では光ファイバセンサの従来技術や既往の研究、および DASの構成や応用に関する

研究についてまとめる。 

 

2.1 光ファイバ 

 光ファイバとは光を伝搬するための光導波路で、特に光通信分野において光信号の伝送

路として使用される。光ファイバは通常屈折率の高いコアを屈折率の低いクラッドと呼ば

れる層で覆ったガラスもしくはプラスチックにより構成される。屈折率の差を作ることで

全反射を繰り返し、長距離の光の伝送を可能にする。コアとクラッドのみの状態を光ファイ

バと呼び、光ファイバの表面をシリコーン樹脂で被覆したものを光ファイバ素線、光ファイ

バ素線をナイロン繊維などで被覆したものを光ファイバ心線と呼ぶ。複数の光ファイバ心

線に保護用のシースなどを被覆したものを光ファイバケーブルと呼ぶこともある。 

 光ファイバの中を伝搬する光の経路によってモードが分かれる。光が光ファイバのごく

狭い中心部だけを通りモードが 1 つであるものがシングルモードファイバであり、光があ

る程度の幅を持って複数のモードを持つものがマルチモードファイバである。また、円筒状

の伝送路である光ファイバに横波である光を伝送すると、経路が同じでも偏波面が異なる、

いわゆる偏波モードが生じる。光ファイバの形状が完全な円筒であり、屈折率や温度などの

条件も完全に均一であれば、伝送特性は偏波モードに依らない。しかし、実際には製造工程

での狂いや外力などの不均一性により、伝送特性が偏波モードに依存することが多い。偏波

モードによる伝送特性、特に遅延特性の差は偏波モード分散と呼ばれており、主に波長分割

多重や長距離伝送にて伝送距離を制限する。 

一般的な通信で使用されるシングルモードファイバは、ガラスにゲルマニウムを添加す

ることで屈折率を調整している。海底ケーブルなど長距離で使用されるものはコアに伝送

損失が小さいフッ化物ガラスが用いられる。光ファイバコアの屈折率はおおよそ 1.5程度で

あるため、光ファイバ中の光の速度は約 20 万 km/s である。光ファイバの中で失われる光

の量は 1 kmあたり数%である(0.2 dB/km)。損失の要因となるものは複数あり、例えば以下

のように分類される 2.1)。 
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図 2.1-1 光ファイバにおける伝送損失の要因 2.1) 

 

 図 2.1-1 の諸要因のうち(1)~(4)を波長の関数として示したものが図 2.1-2 である 2.2)。以下

それぞれの要因について説明する。 

(1)Si-O 結合は波長 9 μm、12.5 μm、21 μm に振動吸収スペクトルを持っているが、その第

1 吸収スペクトルのすそが図 2.1-2の右端に表れている。 

(2)波長 160 nm 付近に吸収端を有する紫外吸収の影響が図 2.1-2 の左下に見られる。しか

し、その寄与は散乱損失よりもずっと小さい。 

(3)すべての透明物質は、本質的に屈折率の揺らぎを有する。ガラスの場合には、固化する

際の温度で決まる熱的な密度ゆらぎが、固化時に材料中に固定され、これが屈折率の揺らぎ

となってレイリー散乱(Rayleigh scattering)を生じる。その原因による損失係数の大きさは、 

𝛼＝
8𝜋3

3𝜆4
(𝑛2 − 1)2𝑘𝐵𝑇𝛽 (2.1) 

で与えられる 2.3)。ここで λ：波長、n：屈折率、kB：ボルツマン定数(1.38×10-23 m2kg/s2K)、

Ts:：固化温度、β：等温圧縮率である。この損失は図 2.1-2にもみられるように λ-4に比例す

る。 

 (4)波長約 2.8 μm に基本振動吸収があり、第２高調波吸収が 1.38 μm 付近に、第 3高調波

が 0.95 μm付近に表れる。他に 1.25 μmに小さな吸収がある。 
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図 2.1-2 光ファイバの損失の諸要因。曲線 A は要因(1)から(3)のみ、 

B はある程度の OH 基吸収を想定した場合 2.2)。 

 

2.2 光ファイバセンサ 

 光ファイバセンサは、光が持つ性質を利用することで、温度、ひずみ、圧力、電流などの

物理量を計測することができる。光には反射、屈折、回折、散乱といった性質があり、これ

らの性質により、光量や位相、周波数、偏波などが変化する。光ファイバセンサの研究開発

は 1970年代頃から行われており、光ファイバ通信の発展とともに精度向上や応用分野の開

拓が進められてきた。熱電対や振動計などの他のセンサと比べた光ファイバセンサの利点

は以下のようなものが挙げられる 2.4)。 

・広帯域性(可能性としては数十 THz に及ぶ) 

・低損失性(最小値 0.1 54 dB/km) 

・細径(~125 μm) 

・軽量(~30 g/km) 
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・可撓性(最小曲率半径 2 mm) 

・機械的強度 (7 kg程度の引っ張り荷重に耐える) 

・相互不干渉性 

・無誘導性(雷、電力線の電流サージなどからの電磁誘導を受けない) 

・防爆性 

・高い絶縁耐力 

・高い耐腐食性(被覆、シース材料により化学溶媒、油、水に強い) 

光ファイバセンサの構成要素としては主に、光源、受光器、光ファイバ、センサであり、

光ファイバを伝送路として使用するものと光ファイバそのものをセンサとして使用するも

のに分けられる。表 2.2-1 に光ファイバセンサの分類を示す 2.4)。 
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表 2.2-1 光ファイバセンサの分類 2.4) 

分

類 
構成法 被測定量 効果 検出量 特性（例）など 光ファイバ 

光

フ

ァ

イ

バ

を

伝

送

路

と

し

て

使

用

す

る

も

の 

 

 

 

 

 

電圧・電界 

電流・磁界 

 

温度 

 

水中音響 

加速度 

ガス濃度 

ポッケルス効果 

ファラデー効果 

半導体の吸収端 

蛍光の時定数 

断路 

全反射条件 

光弾性効果 

吸収 

偏波成分 

偏波回転 

透過光量 

透過光量 

透過光量 

透過光量 

透過光量 

透過光量 

１～1000V, 0.1~1000V/cm 

精度±1% (20~85℃) 

-10~300℃(精度±1℃) 

0~70℃(精度 0.04℃) 

オン・オフ 

感度 1~10mPa 

~1mg 

20km の遠隔測定可能 

多モード 

多モード 

多モード 

多モード 

多モード 

多モード 

多モード 

多モード 

 

 

 

 

空中音響 

 

血中の O2 

μ 波強度 

多重干渉 

 

分光特性 

液晶反射率変化 

反射光 

 

反射光 

反射光 

1/2 インチコンデンサマイ

ク相当感度 

カテーテル化 

場を乱さない 

多モード 

 

バンドル 

バンドル 

 

 

 

 

高電圧インパ

ルス波形 

温度 

LED の発光 

 

赤外線放射 

伝送光量 

 

伝送光量 

立ち上がり 10ns 

 

250~1200℃(精度 1%) 

多モード 

 

赤外ファイバ 

光

フ

ァ

イ

バ

を

セ

ン

サ

と

し

て

使

用

す

る

も

の 

光

フ

ァ

イ

バ

干

渉

計 

リング干渉計 
回転 

電流 

サグナック効果 

ファラデー効果 

位相 

位相 

0.02℃/h 

円偏波維持光ファイバ 

単一モード 

単一モード 

マッハ・ツェ

ンダー干渉 

水中音響 

電流・磁界 

電流 

加速度 

光弾性効果 

磁気ひずみ効果 

ジュール熱 

重りによる伸縮 

位相 

位相 

位相 

位相 

1~100rad・atm/m 

感度 10-9Oe/m 

感度~10μA 

1000rad/g 

単一モード 

単一モード 

単一モード 

単一モード 

ファブリ・ペ

ロー干渉計 

水中音響 

温度 

光源スペクト

ル形状 

光弾性効果 

熱による伸縮 

波長フィルタ作用 

位相(多重干渉) 

位相(多重干渉) 

透過光量 

 

高感度化 

高分解能 

単一モード 

単一モード 

単一モード 

マイケルソン

干渉計 

振動・流速・

血流 
ドップラー効果 ビート周波数 10-4～10-8m/s 

単一モード・

多モード 

直交偏波間の

干渉 

水中音響 

 

磁界 

光弾性効果 

 

磁気ひずみ効果 

位相 

 

位相 

リファレンスファイバが

不要 

偏波維持ファ

イバ 

偏波維持ファ

イバ 

干渉計以外の構成 

水中音響 

電流・磁界 

流速 

放射線量 

マイクロベンド損 

ファラデー効果 

 

ファイバの振動 

着色中心の生成 

透過光量 

偏波方向 

 

モード間干渉 

透過光量 

感度~100mPa 

直交偏波モードに考慮が

必要 

>0.3m/s 

0.01~1Mrad 

多モード 

単一モード 

単一モード・

多モード 

多モード 

分布型センサ 
温度分布 

ひずみ分布 
後方レイリー散乱 OTDR 測定 距離分解能 1m 

多モード 

多モード 

S：センサ L：光源 D：受光器 F：光ファイバ 

 

 また光ファイバとセンシング箇所の関係から、単点型、多点型、分布型の 3 種類に分類す

ることもできる。単点型は、光ファイバ端面など、光ファイバ上の 1 か所でのみセンシン

グができる方式である。多点型は、光ファイバに沿った複数の箇所でセンシングができる方

式であり、典型例として複数のファイバブラッググレーティング FBG (Fiber Bragg Grating)

による計測が挙げられる。これらに対し、分布型は光ファイバに沿った任意の位置でセンシ

ングができる方式である 2.5)。 
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2.3 光ファイバにおける光の散乱と干渉 

 光ファイバ中の光は散乱を繰り返しながら伝搬される。光ファイバは 1 次元なので前方

散乱と後方散乱に分かれる。光ファイバセンサに利用される光散乱としては、レイリー散乱、

ブリルアン散乱 (Brillouin scattering)、ラマン散乱 (Raman scattering)が挙げられる。図 2.3-1

にそれぞれの光散乱の波長特性を示した 2.6)。 

 

図 2.3-1 光ファイバセンサに利用される光散乱の種類と波長特性 2.6) 

h：プランク定数 νi：入射光の波長 νs :散乱光の波長 

 

レイリー散乱は媒質内の密度揺らぎにより発生し、入射した光と同じ波長で散乱する。3

つの散乱の中で最も散乱強度が強く、光通信における光損失測定や破断点検出などに利用

される。 

ラマン散乱は媒質内の分子振動である光学フォノン (Optical phonon)との相互作用により

発生し、散乱した光の波長が入射光よりも長くなるストークス光 (Stokes scattering)と、短く

なるアンチストークス光 (anti-Stokes scattering)に分けられる。入射光と散乱光との波長の差

をラマンシフトと呼ぶ。分子振動との相互作用により発生するため、温度によりストークス

光とアンチストークス光の強度が変化する (図 2.3-1の赤線)。そのためラマン散乱を利用し

て温度測定を行うことが可能である。以下にストークス光とアンチストークス光の散乱強

度の温度依存性を表す式を示す 2.7)。 

𝐼𝑠(𝑇) =
𝐾𝑎𝑠

𝜆𝑎𝑠
4 {

1

exp(
ℎ𝜈𝑅𝑐

𝑘𝐵𝑇
)−1

+ 1} (2.2) 

𝐼𝑎𝑠(𝑇) =
𝐾𝑎𝑠

𝜆𝑎𝑠
4

1

exp(
ℎ𝜈𝑅𝑐

𝑘𝐵𝑇
)−1

 (2.3) 

ここで Ks, Kas：ストークス光とアンチストークス光の散乱強度に関する定数、λs, λas：スト
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ークス光とアンチストークス光の波長、νR：ラマンシフト、c：光速、T：温度である。 

ブリルアン散乱もラマン散乱と同様に媒質内の分子振動によって発生するが、媒質中を

伝搬する音響波である音響フォノン (Acoustic phonon)による散乱である。音響波は疎密波

で光あり、ファイバ中に屈折率の濃淡（回折格子）を形成する。この濃淡の周期と光の半波

長が一致すると（ブラッグ波長条件を満たすと）、光は進行方向とは逆方向に散乱される。

このとき、音響波は移動しているため、その速度に応じて、散乱光はドップラー効果を受け、

波長が変化する。この変化量は光ファイバの温度やひずみに依存して変化するため、ブリル

アン散乱光のスペクトルを観測することでひずみと温度を計測することができる。 

 光通信で用いられる光損失測定では、レイリー散乱を利用した光ファイバ分布型センサ

が使用される。OTDR (Optical Time Domain Reflectometry)は光パルスを照射し、レイリー後

方散乱光強度を時間領域で測定することによって、光ファイバの場所ごとの光損失を計測

することができる。OTDR の他に干渉計として波長掃引光源を使用して周波数領域で測定

する OFDR (Optical Frequency Domain Reflectometry)や光相関領域で測定する OCDR (Optical 

Coherence Domain Reflectometry)がある。 

 光を干渉させることにより波長や位相差を測定する干渉計が古くから研究されてきた。

同じ光源から出た光を分波し、異なる経路を通った光として合波させることで、光路差に対

応する位相差を得ることができる。光を振幅 A 角振動数 ω 位相 θの正弦波とすると、時間

t における 2 つの経路を通った光の合波 Eは 

𝐸 = 𝐴1 sin(𝜔𝑡 + 𝜃1) + 𝐴2sin(𝜔𝑡 + 𝜃2) (2.4) 

となる。受光器で得られる光の強度 Iは合波 Eの振幅の 2 乗に比例するので 

𝐼 = |𝐸|2 = 𝐴1
2 +𝐴2

2 + 2𝐴1𝐴2𝑐𝑜𝑠𝜑 (2.5) 

と書ける。φ=θ1-θ2は 2 つの波の位相差である。式 2.5 の第 3 項から位相差を求めることで

異なる経路の光路差 λφ/2π を求めることができる（実長は λφ/2πn）。干渉計は光の波長程度

の分解能が得られるため、高精度な測定が可能である。しかしながら干渉計の原理として、

得られる位相差は-π から π までの範囲にラッピングされた位相差であり、この範囲を超え

た場合には正しい光路差を測定するできない。 

式 2.5 では 2つの波の強度も観測され、位相差測定のノイズとなってしまう。より精度を

高めた方法として片方の経路の光の周波数を変調させることによりビートを発生させ、フ

ィルタ処理することでビート信号だけ取り出し、位相差を取得するヘテロダイン検出があ

る。 

𝐸 = 𝐴1 sin(𝜔1𝑡 + 𝜃1) + 𝐴2sin(𝜔2𝑡 + 𝜃2) (2.6) 

𝐼′ = 2𝐴1𝐴2cos{(𝜔1 −𝜔2)𝑡 + 𝜑} (2.7) 

式 2.7 における I'が取得したビート信号である。光の周波数は THz と高いため、位相を直接

検出することは難しいが、ビート信号を MHz とすることにより直接位相を測定することが

できる。これに対し前述の同じ周波数同士の波を干渉させることをホモダイン検出と呼ぶ。 

OTDR の精度を高めるために、コヒーレント光を使用した C-OTDR (Coherent OTDR) が
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ある。C-OTDRは周波数シフトさせた参照光と後方散乱光を干渉させ、ヘテロダイン検出を

行うことにより、理論的には量子限界まで検出感度を上げることができる。 

図 2.3-2 にマッハ・ツェンダー (Mach-Zehnder)干渉計を示した。マッハ・ツェンダー干渉

計は、ハーフミラーなどを使用して 1 つの光源から分けた 2 つの平行光の間の位相差を測

定する光学機器である。受光器で得られる光強度から光路差 nLに該当する位相差を得るこ

とができる。 

 

図 2.3-2 マッハ-ツェンダー (Mach-Zehnder)干渉計 

 

 このマッハ・ツェンダー干渉計の原理を光ファイバにより構成した光ファイバセンサを

図 2.3-3 に示す。光カプラによりレーザー光を分波し、異なる経路を通った光をまた光カプ

ラにより合成することで干渉させる。 

 

図 2.3-3 光ファイバによるマッハ-ツェンダー干渉計 

 

マッハ・ツェンダー干渉計の他にもマイケルソン (Michelson)干渉計やファブリ・ペロー

(Fabry-Perot)干渉計などの原理が光ファイバセンサに応用されている。 

 光ファイバ干渉計により得られた位相差 φ は光路長の差 nLにより生じる。 

𝜑 =
2𝜋𝑛𝐿

𝜆
 (2.8) 

この位相差の相対的変化Δφ/φは、ファイバ長の相対的変化ΔL/Lと屈折率の相対的変化Δn/n

から生じる。 

∆𝜑

𝜑
=

∆𝐿

𝐿
+

∆𝑛

𝑛
 (2.9) 

屈折率の相対的変化 Δn/nは 

∆𝑛

𝑛
=

1

𝑛
(
𝜕𝑛

𝜕𝑇
)
𝑝
∆𝑇 +

𝛿𝑛

𝑛
 (2.10) 

と表せる。ここで第 1 項はガラスの温度変化 ΔTによる密度変化の寄与であり、第 2項は圧
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力、温度等による被覆の伸縮によって誘起される光ファイバのひずみによる光弾性効果の

寄与である。第 1 項について石英ガラスの場合には、 

1

𝑛
(
𝜕𝑛

𝜕𝑇
)
𝑝
= 0.68 × 10−5[𝐾−1] (2.11) 

である。光弾性効果による屈折率変化 δn は、ポッケルス係数 (Pockels' coefficient) pijを用い

て次のように表せる。 

𝛿𝑛 = −
𝑛3

2
(𝑝11𝜀1 + 𝑝12𝜀2 + 𝑝12𝜀𝑧) (2.12) 

ここで ε1および ε2はファイバの断面方向のひずみ、εzは軸方向のひずみであり、ポアソン

比 (Poisson's ratio) νpを用いると、 

𝜀𝑧 =
∆𝐿

𝐿
 (2.13) 

𝜀1 = 𝜀2 = −𝜈𝑝𝜀𝑧 (2.14) 

と書ける。式 2.12 と式 2.13 から δn は 

𝛿𝑛 = −
𝑛3

2
[𝑝12 − 𝜈𝑝(𝑝11 + 𝑝12)]𝜀𝑧 (2.15) 

と表される。以上から式 2.8 は以下のようになる。 

∆𝜑

𝜑
= {1 −

𝑛2

2
[𝑝12 − 𝜈𝑝(𝑝11 + 𝑝12)]} 𝜀𝑧 +

1

𝑛
(
𝜕𝑛

𝜕𝑇
)
𝑝
∆𝑇 (2.16) 

石英ガラスの屈折率及びポッケルス係数を n=1.46、p11=0.121、p12=0.27、ポアソン比を

νp=0.164 とすれば式 2.15は 

∆𝜑

𝜑
= 0.78𝜀𝑧 + 0.68 × 10−5∆𝑇 (2.17) 

と書ける。温度が一定と仮定すれば、位相の相対変化はひずみと比例の関係にある。ここで

干渉計により式 2.16の位相差の変化 Δφ を測定することを考える。測定する光の波長が λ で

Lの長さにおいてひずみ ε が発生した場合、それにより生じた位相差の変化 Δφは 

∆𝜑 = 𝜀𝐿
2𝜋𝑛

𝜆
𝜉 (2.18) 

と書ける(ξ=0.78)。 

 

2.4 光ファイバ分布型音響センサ 

 光ファイバによる干渉計を利用して、光ファイバ自体の伸縮を分布的に測定する光ファ

イバ分布型音響センサ DAS が研究されている。図 2.4-1 に DAS の分類を示す 2.8)。DAS は

位相を測定するものと、周波数を測定するものに分類される。位相を測定するものは時間領

域と周波数領域で測定するものがあり、時間領域で測定するものには直接検波とコヒーレ

ント検波を行うものがある。 
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図 2.4-1 DASの分類 2.8) 

 

図 2.4-2 に 3×3 カプラを利用した DAS の例を示す。センサ用光ファイバにレーザーパル

スを入射し、そのレイリー後方散乱光をサーキュレータにより取り出す。取り出した後方散

乱光を長さ Lで干渉させ、3×3カプラで分波する。分波した 3 つの光を 3つの受光器で受光

し、得られた光強度から長さ L 離れた場所間で発生した位相差を連続的に取得する。光カ

プラは、分波した後の光の位相がずれるという特性がある。2×2カプラでは 2つの出力位相

は π/2 ずれている。また 3×3 カプラでは 2π/3 それぞれずれる。すなわち 3 つの受光器で得

られた光強度は 2π/3 ずつずれているため、得られた光強度から位相差を計算することがで

きる。 

 

 

図 2.4-2 3×3 カプラを利用した DASの例 2.9)  

DFB (Distributed FeedBack) laser：分布帰還型レーザー、EOM (Electro-Optic Modulator)：電

気光学変調器、EDFA (Erbium-Doped Fiber Amplifier)：エルビウム添加ファイバ増幅器 
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 図 2.4-3 に二つのパルス (Dual pulse)を利用した DAS の例を示す。音響光学変調器 AOM 

(Acousto-Optics Modulator)などにより異なる波長の 2 つのパルスを長さ Lだけずらしてセン

サファイバに入射する。入射した 2つのパルスによる後方散乱光同士が干渉し、ビートを作

ることで、長さ Lで生じた位相差を取得する。 

 

 

図 2.4-3 Dual pulse を利用した DASの例 2.9) 

 

図 2.4-4 にヘテロダイン検波を利用した DAS の例を示す。変調させた光パルスをセンサ

ファイバに入射し、その後方散乱光と局所発信光を干渉させることにより、ビートを生み出

しバランス型光検出器で光量の差分を得る。バランス型光検出器は、2つの特性のそろった

フォトダイオードを内蔵した作動増幅型の光電気変換モジュールであり、それぞれのフォ

トダイオードの光電流を相殺する向きに接続しているため、2つの入射光のノイズを相殺し、

微小な光量の差を電気信号として出力する。出力された電気信号に対し、ビート信号のみ取

り出すようにフィルタ処理を行う。この方法では後方散乱光と局所発信光の位相差を取得

することになる。この位相差の時間変化を取得することで、光ファイバで発生したひずみに

該当する位相差を計算できる。 

 

図 2.4-4 ヘテロダイン検波を利用した DASの例 2.9) 
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 また光通信で用いられる直交検波を利用した DASが開発されている。直行検波は信号光

の同相 (In-phase: I)成分および直交位相 (Quadrature: Q)成分を抽出することで、信号光の位

相と振幅を求める。図 2.4-5 に直交検波を利用した DAS の例を示す 2.9)。光 90°ハイブリッ

ドに入射光と後方散乱光を入力することで、同相 (0°, 180°)と直行位相 (90°, 270°)を出力す

る。それぞれをバランス検出器によって差をとることで I 信号と Q 信号を求め、位相差を

計算する。図 2.4-6 に光 90°ハイブリッドを用いた直交検波の説明図を示した。局所発信光

ELと位相差を調べる信号光 Esを分波と合波により I 信号と Q 信号を出力する。バランス検

出器の出力はそれぞれ 

𝐼𝐼 ≈ 𝐸𝑠𝐸𝐿 = 𝐴𝑠𝐴𝐿𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑡 + 𝜃𝑠)𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑡 + 𝜃𝐿) (2.18) 

𝐼𝑄 ≈ 𝑗𝐸𝑠𝐸𝐿 = 𝑗𝐴𝑠𝐴𝐿𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑡 + 𝜃𝑠)𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑡 + 𝜃𝐿) (2.19) 

となる。これをフィルタ処理すると 

𝐼′𝐼 =
𝐴𝑠𝐴𝐿

2
cos(𝜃𝑠 −𝜃𝐿) (2.20) 

𝐼′𝑄 =
𝐴𝑠𝐴𝐿

2
sin(𝜃𝑠 − 𝜃𝐿) (2.21) 

となる。得られた IQ信号から位相差と振幅を求める。 

𝜃𝑠 − 𝜃𝐿 = arctan(
𝐼𝑄
′

𝐼𝐼
′) (2.22) 

𝐴𝑠
2𝐴𝐿

2

4
= 𝐼′𝐼

2 + 𝐼′𝑄
2  (2.23) 

 

 

図 2.4-5 直交検波を利用した DASの例 2.9) 
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図 2.4-6 光 90°ハイブリッドを用いた直交検波 2.10)  

LO(Local Oscillator)：局所発信光 

 

 図 2.4-6 のような光 90°ハイブリッドを用いた光回路では受信感度が信号光の偏波に依存

するという問題がある。この偏波依存性を解決する手段として、偏波ダイバーシティ技術が

開発されている。図 2.4-7に偏波ダイバーシティ光回路の構成を示す。信号と局所発信光を

それぞれ偏光ビームスプリッタにより x 偏光と y偏光に分けてから、x成分と y成分それぞ

れ光 90°ハイブリッドに入力する。これにより x偏光と y偏光それぞれの IQ信号が求まり、

これらを合成することで偏波依存性を解消する。 

 

 

図 2.4-7 偏波ダイバーシティ光回路の構成 2.11) 

PBS (Polarizing Beam Splitter)：偏光ビームスプリッタ 

 

 DAS は上記のように様々な方式が考えられているが、現在一般的に市販されている測定

器はコヒーレント検波を用いたものが多い。これは他の方式に比べてノイズに強く、長距離

測定が可能であることが要因と考えられる。図 2.4-8 にコヒーレント検波 DAS における位
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相差の関係を示す。t1と t2は光パルスを入射し位相差を取得するタイミングである。コヒー

レント検波により出力される位相差 φ=θs-θLは、後方散乱光と局所発信光（入射光）の位相

差である。これを連続的に取得して、光ファイバ距離方向 x の位相差分布 φ(x)を取得する。

光パルスをセンサファイバに入射してからの時間に光ファイバ中の光速をかけたものを 2

で割った距離が散乱箇所に相当する。位相差分布に対して決まった長さゲージ長 (Gauge 

length)で差分をとることによって、ゲージ長内での位相差変化を取得する。ここで取得した

位相差変化の物理的な意味は、後方散乱光と局所発信光の光路差がゲージ長内でどれだけ

変化したかというものである。しかしながらゲージ長が光の波長よりもかなり大きい場合、

位相差変化が-π から π の範囲を超えてしまい、正確な位相差を取得できなくなる。そこで

短時間の変化 t2-t1 をとることで、ゲージ長内の位相差変化がどれだけ時間変化したかを測

定する。すなわち短時間の差をとることで位相差の変化量を小さくし、位相ラッピングが起

きないようにする。取得するゲージ長内の位相差変化の時間変化 ψ は、 

𝜓 = {𝜑(𝑥2, 𝑡2) − 𝜑(𝑥1, 𝑡1)} − {𝜑(𝑥2, 𝑡1) − 𝜑(𝑥1, 𝑡1)} (2.24) 

と書ける。この ψとひずみ εの関係は、式 2.18 から 

𝜀 =
𝜆𝜓

4𝜋𝑛𝐺𝜉
 (2.25) 

と書ける。ここで G：ゲージ長、ξ：光弾性係数を考慮したスケール因子（式 2.16の第 1 項

≈0.78）である。式 2.18 において L = 2G であるが、これは光ファイバの実長 G の幅におけ

る入射と後方散乱の経路が 2G であるためである。DAS の空間分解能は普通このゲージ長

G であるが、サンプリング間距離はゲージ長よりも短いこともある。 

式 2.25 で定義されるひずみは光パルス間で生じたひずみの時間変化なので、測定してい

る物理量としてはひずみ速度 (Strain-rate)の次元である。ひずみ速度は 1 秒当たりのひずみ

の変化なので正確なひずみ速度 εrは 

𝜀𝑟 =
𝑓𝑠𝜆𝜓

4𝜋𝑛𝐺𝜉
 (2.26) 

と書ける。ここで fs：光パルスの発振周波数である。光パルスごとにデータを収集するので

DASの時間分解能は 1/fsである。fsを大きくし、ゲージ長内位相差変化の時間変化量を小さ

くすることで、位相差が-π から π の範囲を超えないようにすることができる。また逆にひ

ずみ速度を時間積分することで、測定開始時からのひずみを求めることができる。実際の測

定器では光源であるレーザーの強度や位相の時間的な揺らぎがノイズになるため、積分し

たひずみの低周波ノイズはかなり大きくなる。そのためデータとしては、ひずみ速度または

低周波を除去したひずみを扱うことが多い。 
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図 2.4-8 コヒーレント検波 DASにおける位相差の関係 

 

 コヒーレント検波により取得した局所発信光と後方散乱光との位相差は、温度変化やひ

ずみにより随時変化するが、ψ を計算する際に-π から πの範囲を超えて"とび"が発生するこ

とがある。そのため取得した位相差に対して位相アンラッピングによりデータを補正する

必要がある 2.12)。位相アンラッピングの手順として 

・連続する位相差の差分を計算。 

・差分が πを超えていた場合 2π引く、-πを下回った場合 2π加える。 

が提案されている。これにより発生した"とび"を解消することができるが、実際に測定間隔

で|π|以上変化した場合は、位相アンラッピングにより信号を回復することはできない。その

ため DAS のダイナミックレンジは測定周波数に依存する。図 2.4-8 に位相アンラッピング

の様子を示す 2.13)。図 2.4-8 は光ファイバに与える正弦波振動の振幅を線形増加させた時に

DAS により観測される位相差 ψ を表している。Raw signal は取得した位相差であるが、ひ

ずみの振幅が大きくなるにつれて位相ラッピングによる"とび"が発生するようになり、その

頻度が多くなっていく。Unwrapped signal は位相ランピング処理を行った位相差であるが、

ひずみに対応した位相差を正しく補正することができている。 
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図 2.4-9 位相アンラッピング処理 2.13)  

 

 また光パルスを入射し、後方散乱光が完全に戻ってくる前に次の光パルスを出すと、後方

散乱光同士が干渉してしまうため、光パルスを発振させる間隔は最大測定可能距離 Lmax と

関係がある。ナイキスト周波数を考慮すると最大測定周波数 fmaxは 

𝑓𝑚𝑎𝑥 =
𝑐 𝑛⁄

4𝐿𝑚𝑎𝑥
 (2.25) 

と書くことができる。測定長を伸ばし高周波で測定する方法としては、複数の波長の光源を

利用する波長多重方式などがある。 

 

2.5 光ファイバ分布型音響センサの応答 

 光ファイバに振動が与えられたとき、DAS の応答はいくつかのパラメータに依存する。

ここで応答とは、入力に対する周波数応答、波数応答、指向性を指す。DAS の応答に影響

するパラメータは、 

・光パルスの長さ 

・ゲージ長 

・光ファイバの敷設方位 

・光ファイバケーブルと地面のカップリング 

などが挙げられる。以下にパラメータと応答の関係を示す。 

 

(1) 光パルスの長さとゲージ長 

光パルスとゲージ長は測定器で調整できるパラメータであり、その周波数応答と波数応

答は計算できる。図 2.5-1に光パルスとゲージ長の関係図を示す 2.14)。例としてパルス幅 5m、
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ゲージ長は 30m の場合を考える。光パルスの応答をガウシアン波形と仮定すると、光パル

スの波数応答 Rpは 

𝑅𝑝 = 𝑒𝑥𝑝(−𝜔𝑘
2 2𝜎𝑘

2⁄ ) (2.26) 

𝜎𝑘 =
2√2𝑙𝑛2

2𝜋𝐹𝑊𝐻𝑀
 (2.27) 

と書ける。ここで ωk：角波数、σk：標準偏差、FWHM：半値幅である。これに対しゲージ長

の波数応答 RGは 

𝑅𝐺 =
sin(𝜋𝜔𝑘𝐺)

𝜋𝜔𝑘
 (2.28) 

と書くことができる。パルス半値幅 5m ゲージ長 30m の場合、波数に対する応答は図 2.5-2

のようになる。図 2.5-2を見るとパルスよりもゲージ長の方が振動の波数に対する応答の変

化が大きいことがわかる。測定においては振動の波数に対して適切なゲージ長を設定する

ことが重要である。 

 

図 2.5-1 光パルスとゲージ長の関係 2.14) パルス半値幅 5m ゲージ長 30m 

 

 

図 2.5-2 パルス 5m とゲージ長 30m のときの波数応答 2.14) 



30 

 

 

図 2.5-2 で示した波数応答はパルスとゲージ長それぞれの波数応答であるので、実際の

DAS の波数応答とは異なる。DAS の取得した位相差を ψ(x, t)、光ファイバの変位 u(x, t)と

すると、 

𝜓(𝑥, 𝑡) ∝ [𝑢 (𝑥, 𝑡 +
1

𝑓𝑠
) − 𝑢(𝑥, 𝑡)] − [𝑢 (𝑥 − 𝐺, 𝑡 +

1

𝑓𝑠
) − 𝑢(𝑥 − 𝐺, 𝑡)] (2.29) 

と書ける。ここで fs→∞、G→0 とすれば、式 2.29は偏微分の形で書ける。 

𝜓(𝑥, 𝑡) ∝
𝜕

𝜕𝑥

𝜕

𝜕𝑡
𝑢(𝑥, 𝑡) =

𝜕

𝜕𝑥
𝑣(𝑥, 𝑡) (2.30) 

v(x, t)は光ファイバの伸長速度とする。DASではある幅の光パルスのランダムな後方散乱光

を受光するので、得られるデータのアンサンブル平均は光パルスの畳み込みと考えられる。

光パルスの形状を τ(x)とし、ディラックのデルタ関数 δ (Dirac's delta)で表すと 

〈𝜓(𝑥)〉 =
4𝜋𝑛𝜉

𝜆𝑓𝑠
∙ 𝜏(𝑥)⊗ [𝛿(𝑥) − 𝛿(𝑥 − 𝐺)] ⊗ 𝑣(𝑥) (2.31) 

ここで速度分布 v(x)を動きの少ない点から始めて空間積分することで、測定する速度へ回復

することができる。 

�̅� = ∫ 𝜑(𝑧)𝑑𝑧 = 𝜑(𝑥) ⊗𝐻(𝑥)
𝑥

0
 (2.32) 

〈𝜓(𝑥)〉̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ =
4𝜋𝑛𝜉

𝜆𝑓𝑠
∙ 𝜏(𝑥)⊗ [𝐻(𝑥) − 𝐻(𝑥 − 𝐺)] ⊗ 𝑣(𝑥) (2.33) 

H(x)はヘヴィサイドの階段関数 (Heaviside step function)である。式 2.33は速度分布 v(x)の点

広がり関数の畳み込みである。角波数 ωkにおけるフーリエ変換 ℑにより空間スペクトルの

応答を導くと 2.13) 2.15)、 

|ℑ(𝜓)(𝜔𝑘)| = |𝑠𝑖𝑛𝑐 (
𝜔𝑘𝜏

2
)sin(

𝜔𝑘𝐺

2
) ∙ ℑ(𝜔𝑘)| (2.34) 

となる。図 2.5-3 に DAS とジオフォンの波数応答を比較したものを示す。ℑ(ωk) = 1 として

正規化してある。赤線はパルス幅が 5m、ゲージ長が 30 m のときであり、黒線はジオフォン

を 10 m 間隔で並べた場合の応答である。低波数の場合ジオフォンに比べると応答は小さく

なるが、実際の場合低周波のノイズは大きくなるのでジオフォンのデータに対してハイパ

スフィルタを施す。振動の速度が 3000 m/s で 10 Hz のハイパスフィルタを施すと仮定した

場合、DAS とジオフォンの応答はほぼ同じになる(黒い点線)。また青線はゲージ長を 10 m

とした場合だが、30 m と組み合わせることによって広い帯域でジオフォンの応答に近づけ

ることができる。青く塗りつぶした領域はゲージ長の違いによる応答の差であり、前述のと

おりゲージ長が波数応答に与える影響は大きい。 
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図 2.5-3 DASとジオフォンの波数応答比較 2.13) 

振動の速度を 3000 m/s とし、Geophones array HPは低周波ノイズをカットするために 

10 Hz のハイパスフィルタを施したデータ。縦線は対応する波数(1/300 1/m)。 

 

(2) 光ファイバの敷設方位 

 DAS の応答の指向性は光ファイバケーブルの構成とケーブルの設計に依存し、原理的に

はファイバの伸縮方向にのみ感度を持つ。仮定としてファイバとケーブルの間にも、ケーブ

ルと地面の間にも滑りがなく、ファイバがケーブル内に直線的に配置されているとする。こ

の場合、ファイバの変位は地面の変位に追従し、感度はファイバと地震源の相対位置に依存

する。DAS の指向性応答と入射角 Γ に対するひずみテンソル成分は、地磁気を考慮した回

転による変換により求めることができる。縦波（P波）の場合は cos2Γ、横波（S波）の場合

は sinΓcosΓとなる。図 2.5-4 に P波と S波に対する DASの指向性応答を示す。P波の場合、

ファイバケーブルと振動の方向が入射角 0°で平行になるため感度が最大になる。S 波の場

合は入射角 45°で感度が最大になる。 

 

図 2.5-4 縦波と横波に対する DASの指向性応答 2.13) 

実体波（P 波と S 波）の他に表面波に対する応答も計算されている 2.13)。図 2.5-5 にレイリ
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ー波とラブ波に対する指向性応答を示す。粒子速度、ひずみ速度、DAS の指向性応答はそ

れぞれ異なっている。 

 

図 2.5-5 レイリー波（緑）とラブ波（赤）に対する指向性応答 2.13) 

波の速度は 400 m/s、波長は 10 m。 

 

(3) 光ファイバケーブルと地面のカップリング 

 通信用の光ファイバケーブルは断線や水を防ぐために導管やシースに入れられているこ

とが多い。また建築物や海底ケーブル、道路の中央分離帯など様々な場所でさまざまな構

成の光ファイバケーブルが敷設されている。DASは光ファイバの伸縮を測定するが、光フ

ァイバケーブルの材質や構成、敷設されている場所によって応答が異なる。このような異

なる応答についてはカップリングと呼ばれる。図 2.5-6 に光ファイバケーブルと地面のカ

ップリングによる地震発生時のひずみ速度とスペクトルの違いを示す 2.16)。aは光ファイバ

の敷設状態を示しており、b はそれぞれのファイバケーブルで測定したひずみ速度、c はそ

のスペクトル密度を示している。振動は 2018年 1月 18 日 Geysers で発生した M4.2の地

震である。ひずみ速度は 0.5–2 Hz でバンドパスフィルタを施してある。導管に入った状態

で地面に埋没している状態と大きなケースに入れて地面に埋没している状態は、波形、ス

ペクトル密度ともに似通っている。しかしながら地面の上に固定されたスチールパイプの

中に入れた状態では、かなり異なる応答を示している。カップリングは様々な条件により

変化するため、測位低対象の周波数や振動方向により敷設を工夫する必要がある。 

 

 

図 2.5-6 光ファイバケーブルと地面のカップリングによる 

地震発生時のひずみ速度とスペクトルの違い 2.16) 
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2.6 光ファイバ分布型音響センサを用いた応用技術と課題 

 DASの応用ついては 2010 年代頃から VSPに利用されてきた。初期の DASでは、測定ノ

イズが大きかったが、VSPでは長くても 2–3 km の測定距離で、加振機により何回もデータ

のスタックできるため、測定ノイズはあまり問題にならない場合が多かった。光通信機器の

発展に伴い、DAS の性能も向上し、測定器の価格も下がってきたため多くの応用分野でト

ライアルが行われるようになった。例えば道路の交通量監視 2.17)や、鉄道電車の位置特定 2.18)、

パイプラインの侵入検知 2.19)など、数十 km という長距離での観測においてはメリットが大

きく実用化が期待されている。また地震観測や地震検知においては、従来のセンサアレイよ

りも長距離で敷設やデータ通信の容易さなどから非常に多くのトライアルが行われている。

特に観測が難しい海底の地震観測では、メンテナンス性やコストの観点から利点が大きく

次世代の地震観測網として期待されている 2.20)。その他にも火山性地震の観測、火山の構造

監視 2.21)、氷河の振動観測 2.22)、雷による振動の検知 2.23)など非常に多くの分野において社会

実装への試みが行われている。 

 DASにおける実用上の課題としては以下のものが挙げられる。 

・遠距離での光量低下に伴うノイズの増大 

・膨大なデータにおける異常検知の困難さ 

 ・実際の現場での適用における課題 

遠距離においては光の減衰により、ひずみ測定の精度が低下する。これについては光通信同

様光増幅器の利用や、信号処理、AI などによるノイズ処理が検討されている。また DASは

数mおきに数十 kmのデータを数百から数 kHzで取得するため、データの量が膨大になる。

例えば 1 か月で数 TB にもなるデータの中から重要なデータのみを見つけ出さなくてはな

らない。さらに実際の現場ではカップリングの問題や波数応答などによる SN の低いデータ

の処理、光ファイバの敷設方法、環境雑音などの問題が発生する。これらの課題を解決する

ことで DASの社会実装が進むと考えられる。 

 

2.7 本研究の位置づけ 

本研究では DASを利用した異常検知システムの社会実装に向けて、課題である長距離に

おけるノイズの低減と DASデータに適した異常検知手法の開発を行った。また実際の海底

光ケーブルによる地震観測を行い、異常検知手法の適用性を検証した。 
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第３章 DAS におけるノイズの低減 

 本章では DAS におけるノイズについて検討し、光増幅器による DAS 測定のノイズ低減

実験とその結果について述べる。 

 

3.1 光ファイバセンサにおけるノイズ 

 光ファイバセンサにおける測定ノイズはレーザー、受光器、光増幅器など複数の要素が原

因で発生する。測定に影響を与えるものとしては、 

(1)熱雑音 

(2)ショット雑音 

(3)レーザー光の揺らぎ、コヒーレンス 

(4)フェージング雑音 

(5)光増幅器による雑音 

(6)非線形光学効果 

などが挙げられる 3.1)。 

 

(1)熱雑音 

熱雑音は受光器の抵抗体における電子のランダムな運動により発生する。熱雑音による

雑音電圧の振幅はガウス分布に従い、雑音電力（熱雑音により発生する電流 iT(t)の二乗平均

値）は 

𝑁𝑇 = 𝑖𝑇
2(𝑡)̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ =

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅 (3.1) 

と書ける。ここで RLは負荷抵抗値、BRは受光器の帯域幅である。フォトダイオードの場合、

光信号がない場合でも熱雑音が暗電流バイアスとして検出される。 

 

(2)ショット雑音 

 ショット雑音は、電子の生成がランダムに起きることから生じる。受光素子においては光

子によって発生した電子にも、同様のことが言える。すなわち入射する光子数は本質的にゆ

らいでおり、それにより発生する電子-正孔対の発生もランダムとなる。単位時間に発生す

る光子数は、統計的にはポアソン分布に従うが、発生する光子数が十分に多い場合には、ガ

ウス分布で近似できることが知られている。ショット雑音による電流を is(t)とすると、ショ

ット雑音電流の二乗平均値は以下のように表される。 

𝑁𝑠 = 𝑖𝑠
2(𝑡)̅̅ ̅̅ ̅̅ = 2𝑞𝐼𝑝𝐵𝑅 (3.2) 

q は電子電荷、I はフォトダイオードの出力電流値である。暗電流 Idによってもショット雑

音が発生するので実際には 

𝑁𝑠 = 𝑖𝑠
2(𝑡)̅̅ ̅̅ ̅̅ = 2𝑞(𝐼 + 𝐼𝑑)𝐵𝑅 (3.3) 
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と書ける。 

 

(3)レーザー光の揺らぎ、コヒーレンス 

 レーザー光には誘導放出光と自然放出光 ASE (Amplified Spontaneous Emission)の干渉によ

るの強度の揺らぎが発生する。レーザーの雑音を評価するパラメータとして相対強度雑音

RIN (Relative Intensity Noise)がある。 

𝑅𝐼𝑁 = 10𝑙𝑜𝑔10
𝑁𝑓
2

𝑃2𝐵𝑅
 (3.4) 

ここで Nfは光強度の揺らぎ（強度雑音）、Pは平均光強度である。コヒーレントによる測定

の場合、強度の揺らぎはあまり測定には影響を及ぼさないが、その代わりレーザー光のコヒ

ーレンスが重要になる。コヒーレンスは空間的コヒーレンスと時間的コヒーレンスに分け

て考えることができる。空間的コヒーレンスは光の波面の一様さを測る尺度であるが、ファ

イバ自体をセンサとするファイバセンサにおいてあまり影響はない。時間的コヒーレンス

は、光電場の周期性がどれだけ長く保たれるかを表す尺度である。時間的コヒーレンスの高

いレーザー光は、マイケルソン干渉計などで大きな光路差を与えて干渉させた場合でも、鮮

明な干渉縞を得ることが出来る。干渉縞を得ることの出来る最大の光路差をコヒーレンス

長と呼び、時間差をコヒーレンス時間と呼ぶ。コヒーレンス長 Lc は光源のスペクトル幅 Δν

を用いて 

𝐿𝑐 =
𝑐

𝑛∆𝜈
 (3.5) 

と表される。一般的な半導体レーザーのコヒーレンス長は数十 cmから数ｍ程度である。コ

ヒーレンス長を超える領域においては、光源の位相ゆらぎが位相雑音として観測される。

DAS においてはゲージ長内における入射光と後方散乱光の位相差の時間変化を測定するた

め、原理的には位相雑音が問題になることはないと考えられるが、ゲージ長がコヒーレンス

長以上よりも大きい場合、ノイズとして観測される可能性がある。 

 

(4)フェージング雑音 

 DAS におけるフェージング雑音は、干渉性フェージングと偏波性フェージングにより起

きると考えられる。干渉性フェージングは分布した多数の散乱体によって後方散乱された

光波間の干渉によって引き起されるものである。偏波性フェージングはファイバのねじれ

などによって偏波面の回転が起き、それが変動することによって生じる。これらは後方散乱

光の位相関係が光ファイバの長手方向に沿ってランダムに変化するため、測定される後方

散乱光の強度に揺らぎが生じる。そのためフェージングによるノイズは局所的に発生する。 

 

(5)光増幅器による雑音 

 光信号を直接増幅する光増幅器は、光ファイバ通信システムで一般的に用いられている。

光増幅器としては、半導体レーザー増幅器、エルビウム添加光ファイバ増幅器、ラマン増幅
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器などが研究されている。半導体レーザー増幅器は、デバイスとしては半導体レーザーと基

本的に変わらないものを使用するが、その両端面に無反射コーティングを施して、進行波型

として使用する。それにより入力光が誘導放出による増幅作用を受ける。増幅器出力端には

光アイソレータが置かれており、これによって外部からの反射光による不安定動作などを

防止する。半導体レーザー増幅器は本質的に利得の偏波依存性を有しているため、中継増幅

器としての利用は困難であり実用システムでこの用途で利用されている例はほとんど見ら

れない。EDFAはエルビウムを微量に添加したファイバが増幅媒体になる性質を利用したも

のである。EDFA ではポンプレーザーが設置され、ここから出力される 1.48 μm あるいは

0.98 μm帯の光信号が、1.55 μm帯の光信号とともに波長分割多重 WDM (Wavelength Division 

Multiplexing)カップラに入力され、合波された信号はエルビウム添加光ファイバに入射され

る。ポンプレーザーからの出力は、エルビウムドープ光ファイバ内の Er3+イオンを励起する。

誘導放出は 1.53 μm 帯の遷移を用いたものであり、それによって 1.55 μm 帯の光信号が増幅

される。EDFAは現在の光ファイバ通信システムに用いられている光中継増幅器、また光受

信器直前に挿入される光前置増幅器において、ほぼ唯一の選択肢として用いられている。そ

の理由は、EDFAが半導体レーザー増幅器に対して、入出力結合がファイバで行われるため、

極めて低損失で結合できることと、偏波依存性がほぼ 0 であること、極めて広帯域であり、

WDM 信号が一括で増幅できることなどが挙げられる。ラマン増幅器は、ラマン増幅と呼ば

れる現象を利用した技術である。光ファイバに強い励起光を入射すると励起光波長より 100 

nm 程度長い波長域に増幅が得られる。EDFA 以上に、広い波長域で増幅できる点が特徴で

ある。ラマン増幅を用いたシステムでは、励起光の届く数十キロメートルの光ファイバ中で、

低雑音かつ分布的に増幅できる。その結果、局間光ファイバの距離が長い区間であっても、

高品質な信号伝送が可能となる。ボビンに巻いた数キロメートルの光ファイバを増幅媒体

とするラマン増幅器は、特にラマンファイバ増幅器と呼ばれる。ラマンファイバ増幅器は、

EDFA と比べて励起効率は低いが、帯域は最大で約 100 nm と広い点が特徴である。また

EDFA では、増幅可能な帯域が限られていますが、ラマンファイバ増幅器は任意の波長域で

増幅できる点も利点である。 

 光増幅器においては、自然放出光が増幅されることにより、これが雑音となってシステム

特性に影響を与える。自然放出光雑音の値は、光子の存在確立を表すレート方程式（マスタ

ー方程式）を解くことにより求めることができる。光増幅器に平均<n0>個の光子が入射した

場合、出力の平均光子数<n>は、 

〈𝑛〉 = 〈𝑛0〉𝐺𝑎 + (𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 (3.6) 

ここで n0は信号光の光子数、Gaは利得、nspは自然放出係数（反転分布パラメータ）である。

式 3.6 の第 1項は増幅された信号光を、第 2項は増幅された自然放出光を表している。nspは

2 準位系では、 

𝑛𝑠𝑝＝
𝑁2

𝑁2−𝑁1
 (3.7) 
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と表される。ただし N1、N2は基底状態及び励起状態の原子密度である。完全な反転分布が

形成されれば nsp=1 であるが、現実には nsp>1 となる。さらに雑音特性を求めるために光子

数の分散𝜎𝑛
2を計算すると、 

𝜎𝑛
2 = 〈𝑛2〉 − 〈𝑛〉2 = 〈𝑛0〉𝐺𝑎 + (𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 + 2〈𝑛0〉𝐺𝑎(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 + (𝐺𝑎 − 1)2𝑛𝑠𝑝

2  (3.8) 

となる。式 3.8 の各校の意味は次の通りである。 

第 1 項：増幅された信号光によるショット雑音 

第 2 項：増幅された自然放出光によるショット雑音 

第 3 項：増幅された信号光と増幅された自然放出光間のビート雑音 

第 4 項：増幅された自然放出光間のビート雑音 

このように光増幅器を用いたシステムにおいては、自然放出光に基づく特有の雑音がある

ことがわかる。自然放出光は実際には数十 nm 以上の広帯域にわたって存在する。そこで、

実際の光通信システムでは自然放出光による影響を軽減するため帯域幅 Δf の光バンドパス

フィルタを用いることが一般的である。Δf は自然放出光の帯域に比べれば十分に狭いが、

入射光のスペクトル幅と比べれば十分に広いと考えられる。このとき、単位時間に出力され

る光子数<N>は式 3.6 より、 

〈𝑁〉 = ∫ 〈𝑛〉𝑑𝑓
∞

0
= 𝐺𝑎𝑁0 + (𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 (3.9) 

となる。ただしここで 

𝑁0 = ∫ 〈𝑛0〉𝑑𝑓
∞

0
 (3.10) 

であり、N0は単位時間当たりに入射する光子数を表す。さらに式 3.8 の雑音についても同様

な計算を行うと 

𝛴𝑛
2 = ∫ 𝜎𝑛

2∞

0
𝑑𝑓 = 𝐺𝑎𝑁0 + (𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 + 2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 + (𝐺𝑎 − 1)2𝑛𝑠𝑝

2 ∆𝑓 (3.11) 

となる。式 3.11 の第 3 項は信号光と自然放出光のビート雑音を表す項である。この項は信

号光が存在する周波数にしか被積分関数が値を持たないため、第3項にはΔfがかからない。

式 3.11 は自然放出光と信号光は同じ偏波面を持つと仮定したが、EDFA においては直交す

る偏波成分を持つ自然放出光成分も考える必要がある。この場合式 3.9 の第 2 項、及び式

3.11 の第 2項、第 4項はそれぞれ 2 倍され、以下のように表される。 

〈𝑁〉 = 𝐺𝑎𝑁0 + 2(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 (3.12) 

𝛴𝑛
2 = 𝐺𝑎𝑁0 + 2(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 + 2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 + 2(𝐺𝑎 − 1)2𝑛𝑠𝑝

2 ∆𝑓 (3.13) 

EDFA を光受信機の前に設置した場合の雑音電力について考える。光子数のゆらぎが式

3.13 で与えられるときに、受光素子の量子効率が 1 であると仮定すると、その分散<isp
2>は、 

𝑁𝑠𝑝 ≡ 〈𝑖𝑠𝑝
2 〉 = 2𝑞2𝛴𝑛

2𝐵𝑅 (3.14) 

である。また光電流の平均値 I は 

𝐼 = 𝑞𝐺𝑎𝑁0 (3.15) 

となる。また光受信機の熱雑音は、 

𝑁𝑇 =
4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐹𝐵𝑅 (3.16) 
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となる。Fは増幅器によって雑音がどれだけ付加されたかを表す雑音指数である。以上のこ

とから全雑音電力は、 

𝑁 = 𝑁𝑇 +𝑁𝑠𝑝 (3. 17) 

したがって光受信機の SN 比は 

𝑆𝑁𝑅 =
𝐼2

𝑁
=

𝑞2𝐺𝑎
2𝑁0

2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐹𝐵𝑅+2𝑞2𝐵𝑅{𝐺𝑎𝑁0+2(𝐺𝑎−1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓+2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎−1)𝑛𝑠𝑝+2(𝐺𝑎−1)2𝑛𝑠𝑝

2 ∆𝑓}
 (3.18) 

となる。ここで光増幅器の利得 Gaを大きくし、かつ光フィルタで適切に帯域制限していく

と、分母の第 4項である信号光と自然放出光間のビート雑音が支配的になり、 

𝑆𝑁𝑅 ≈
𝑞2𝐺𝑎

2𝑁0
2

2𝑞2𝐵𝑅2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎−1)𝑛𝑠𝑝
≈

𝑁0

4𝑛𝑠𝑝𝐵𝑅
 (3.19) 

と表すことができる。これを Ga=1 のときと比較すると光増幅器の雑音指数は 

𝐹 = 2𝑛𝑠𝑝 (3.20) 

と書ける。nsp=1のとき Fは最小値 2 であり理想的光前置増幅器な場合でも 3dBの劣化が起

きる。一般的な商用の EDFA は 5 dB程度以上である。 

 光増幅器を中継器として光ファイバ伝送路での損失を回復させる場合を考える。光信号

が長さ Lの光ファイバを伝搬した場合、損失 ζ は 

ζ = exp(−𝛼𝐿) (3.21) 

となる。α は光ファイバの減衰定数である。したがって光ファイバを伝搬した後の平均光子

数と光子数の分散はそれぞれ 

〈𝑁〉 = ζ𝐺𝑎𝑁0 + 2ζ(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 (3.22) 

𝛴2 = ζ𝐺𝑎𝑁0 + 2ζ(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓 + 2ζ2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎 − 1)𝑛𝑠𝑝 + 2ζ2(𝐺𝑎 − 1)2𝑛𝑠𝑝
2 ∆𝑓 (3.23) 

となる。したがって光信号の SN比は 

𝑆𝑁𝑅 =
(ζ𝐺𝑎𝑁0)

2

2𝐵𝑅{ζ𝐺𝑎𝑁0+2ζ(𝐺𝑎−1)𝑛𝑠𝑝∆𝑓+2ζ
2𝑁0𝐺𝑎(𝐺𝑎−1)𝑛𝑠𝑝+2ζ

2(𝐺𝑎−1)
2𝑛𝑠𝑝

2 ∆𝑓}
 (3.24) 

となる。ここで光ファイバが短く減衰が小さい時(ζGa>1)のとき 

𝑆𝑁𝑅 ≈
𝑁0

4𝑛𝑠𝑝𝐵𝑅
 (3.25) 

となる。これはビート雑音限界の状態である。次に光ファイバが長く減衰が大きい場合

(ζGa<1)は 

𝑆𝑁𝑅 ≈
ζ𝐺𝑁0

2𝐵𝑅
 (3.26) 

となる。すなわちファイバ長が長くなり損失が増加していくほど SN 比は劣化していく。 

 

(6)非線形光学効果 

 光ファイバによる長距離伝送においては、減衰のため入射光の強度を強くしたいが、ある

光強度以上になると非線形光学効果が発生する。光ファイバの非線形光学効果としては、自
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己位相変調効果 SPM (Self Phase Modulation)、誘導ラマン散乱 SRS (Stimulated Raman 

Scattering)、誘導ブリルアン散乱 SBS (Stimulated Brillouin Scattering)などがある。非線形光学

効果により光ファイバセンサとしての機能不全を起こすことがあるため、入射光の強度は

限られ、伝送距離は制限される。以下に非線形光学効果の説明をする。 

 物質中に超短パルス光などの強い光が入射すると、光強度に比例して物質の屈折率が変

化する。これは三次の非線形光学現象のひとつで非線形屈折率効果とよばれるが。この非線

形屈折率効果を誘起する光自身の位相が変調を受ける現象を自己位相変調と呼ばれる。こ

の自己位相変調は超短パルス光のスペクトルチャープを引き起こす。 

非線形媒質にある閾値（ラマン閾値）を超えるような強いポンプ光が入射されると、スト

ークス光と呼ばれるより低い周波数を持つ成分が急に成長し、ポンプエネルギーの大部分

がストークス光になる現象を誘導ラマン散乱と言う。このポンプ光とストークス光の周波

数差はラマンシフトまたはストークスシフトと呼ばれる。誘導ラマン散乱はラマン増幅器

や、ファイバラマンレーザーを機能させる重要な非線形過程である。 

誘導ブリルアン散乱はあるパワー以上の光を光ファイバに入力した場合にほとんどの光

信号が入射点で反射される現象をいう。光ファイバのような媒質に光を入射すると、そのエ

ネルギーの一部が媒質中で熱に変換され、熱振動を発生させる。この熱振動は媒質中に超音

波を発生させるので、入射光の一部は波長が少しシフトされて散乱する。入射光の強度が比

較的小さい状態では、散乱光は微弱であり、またあらゆる方向に散乱される。しかし、入射

光の強度が増加して閾値を越えると、散乱光の強度が急激に増加して入射光のそれと同程

度になる上に、その向きが入射と反対方向になる。このため、入射光はほとんど反射されて

媒質中に入らなくなる。 

 

3.2 DASにおけるノイズ 

DAS は第 2 章で示したように様々な測定方法が開発されているが、本研究では長距離測

定においてノイズの少ないコヒーレンス検知のノイズについて考察する。コヒーレンス検

知におけるノイズは、熱雑音、ショット雑音、レーザー光のゆらぎが影響と考えられる。あ

るファイバ位置 z からの後方散乱光強度 Ps(z)を以下のように表す。 

𝑃𝑠(𝑧) = 𝛾𝑃𝐿{ζ(𝑧)}
2 (3.27) 

ここで γは入射光に対する後方レイリー散乱係数、PLは入射光強度であり、ファイバ位置

z における損失 ζ は 

ζ(𝑧) = exp(−𝛼𝑧) (3.28) 

とした。局所発信光と入射光強度が等しいとして、受光器に入るビート信号電力 PB(z)は 

𝑃𝐵(𝑧) = 𝛾𝑃𝐿
2{ζ(𝑧)}2 (3.29) 

と書ける。コヒーレント検知においてはバランス検出器を使用し、差分をとることにより定

常的な光電流を相殺するが、局所発信光が他の信号に比べ大きいため、局所発信光のショッ

ト雑音が最も測定に影響を与えると考えられる。局所発信光の光電流 ILと暗電流 Idから生
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じるショット雑音は式 3.3から 

𝑁𝑠 ≈ 2𝑞(𝐼𝐿 + 𝐼𝑑)𝐵𝑅 (3.30) 

となる。またビート信号による光電流 IBは 

𝐼𝐵(𝑧) =
𝑞𝜂𝑃𝐵(𝑧)

ℎ𝜈
= 𝛽𝐼𝐿𝑃𝐿{ζ(𝑧)}

2 (3.31) 

となる。ここで η は量子効率とした。以上から DASにおけるビート信号の SN 比は 

𝑆𝑁𝑅 =
(𝛽𝐼𝐿𝑃𝐿{ζ(𝑧)}

2)2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞(𝐼𝐿+𝐼𝑑)𝐵𝑅

 (3.32) 

となる。ビート信号強度の SN 比は上記のように表されるが、実際のビート信号は位相差 φ

によっても変化するため、IQ 検波から得られる位相差 φ の雑音は全位相差範囲[-π π]につい

て考える必要がある。また光源のゆらぎも入射光と後方散乱光の位相差 φ に影響を与える

と思われるが、最終的にはゲージ長での差分とパルス間隔での差分をとることで影響が少

なくなると考えられる。コヒーレント検知 DASにおけるノイズを理解するために、位相差

φ の誤差の標準偏差のシミュレーションを行う。バランス検出器で生じるショット雑音と熱

雑音を平均値 μ、標準偏差 σ のガウス分布と仮定して考える。図 3.2-1 に光ファイバ位置に

対する位相差 φの誤差のシミュレーションを示す。光ファイバの減衰係数を 0.2 dB/kmとし

たとき、ビート信号が 75 km 地点で雑音電力と同程度になると仮定した。シミュレーショ

ン結果を見ると、ノイズの平均値 μ と標準偏差 σ の値によって位相差 φ の標準偏差の大き

さが大きく変化している。平均値が標準偏差に比べて大きい場合、遠方では位相差 φ の標

準偏差がほぼ一定値になる。 

 

 

図 3.2-1 光ファイバ位置に対する位相差 φの誤差の標準偏差シミュレーション 
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 図 3.2-1 で想定したような場合に対して 50 km 地点で光増幅器を挿入することを考える。

入射光を増幅する場合、50 km 以降も同様な信号強度を得るためには 20 dB回復する必要が

ある。20 dB 増加すると、50 km 地点における入射光は 0 km地点よりも 10 dB 強度が大きく

なる。入射光強度が非線形光学効果の閾値を超えてしまうと測定自体ができなくなってし

まうため、0 km 地点での入射光強度が閾値限界だとすると、入射光の増幅は 10 dB が限界

値となる。後方散乱光を増幅する場合、光増幅器から発生する自然放出光がそのまま受光器

に入ってしまうため、自然放出光と後方散乱光とのビート信号や自然放出光同士のビート

信号が大きなノイズとなると考えられる。 

 

3.3 DASにおける光増幅器を用いた既存研究 

一般的な DAS においては、ファイバ長が 50km を超えると後方散乱強度が低下し、ひず

み測定が困難になる。測定距離を延ばすために、後方散乱光を増強したファイバを用いたノ

イズの評価が行われている 3.2)。しかしながら後方散乱を増強することで伝送損失が増加す

る。近年マイクロ加工したファイバを用いることにより、光ファイバ中で発生するレイリー

散乱自体を増強し、大きな伝送損失を発生させることなく後方散乱光を増強する試みも行

われている 3.3)。コヒーレント OTDR では、EDFA やラマン増幅器を用いて光強度を回復さ

せる試みがいくつかなされている 3.4) - 3.13)。これらの研究では、光強度の変化に対応する非

定量的なひずみ測定において、増幅器を用いた SN 比の改善が行われた。定量的な DAS で

は、ラマン増幅器や遠隔励起 EDFA を用いることで、100 km の距離でのセンシングが可能

である 3.14) 3.15)。 

本研究では通常の通信ケーブルを使用する条件下で、コヒーレント検出による長距離の

定量的なひずみ測定における位相差雑音を低減することを目的とする。双方向性 EDFA は

実装が容易であり、その信頼性は通信業界で実証済みである。そこで 2 つの EDFA を組み

合わせて信号光を双方向に増幅し、光ファイバ全長にわたるひずみ測定の性能向上を評価

した。 

 

3.4 双方向光増幅器を用いたノイズ低減実験 

図 3.4-1 に実験の概要図を示す。市販の DAS システム（N5200A、APSensing 社製）を使

用し、レーザー波長 1550 nmである。N5200A は、コヒーレント検出方式により位相差を測

定する。内蔵の EDFA の増幅率は一定で、測定に影響を及ぼさない。図 3.4-1 (a)は 100 km

のファイバケーブルと増幅器を持たない DASシステムからなる基本構成である。ファイバ

は群屈折率 1.468 のシングルモードファイバ (AllWave, OFS)で、1550 nm での減衰係数は

0.19 dB/km 以下である。100 kmのファイバは 4 つのボビンに巻かれている。ボビン同士は

SC/APC コネクタで接続した。図 3.4-1 (b)は、順路の 50 km地点に EDFA (AMP-FL8013-CB-

16、Fiber labs 社製)を挿入し、入射光の強度を増幅した図である。使用した EDFAの雑音指

数は 5 dB 未満であった。また、光バンドパスフィルタ OBPF (Optical Band Pass Filter)として
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狭帯域波長可変光フィルタ (WLTF-NM-S-1550-60/0.3-SM-0.9/1.0-SC/APC, WL Photonics)が

挿入されている。OBPF の半値全幅 (FWHM)は 0.3 nm であった。EDFA にはアイソレータ

が搭載されているため、後方 50 km のファイバにおける後方散乱光は 2 つのサーキュレー

タでバイパスされる。サーキュレータの挿入損失は≦0.8 dB であった。図 3.4-1(c)は、後方

散乱光の強度を増幅するために、帰路の 50km 地点に EDFA を挿入した図である。図 3.4-

1(d)は、50km 地点に 2 つの EDFA を挿入し、両方向に進む光を増幅するようにした図であ

る。このように 2 つの EDFA で構成された増幅システムを本稿では双方向増幅器 

(Bidirectional amplifier)と呼ぶ。 

 

 

図 3.4-1 実験概要図 (a)アンプなしの場合 (b)入射光を EDFA により増幅する場合  

(c)後方散乱光を EDFA により増幅する場合 (d)双方向を EDFAにより増幅する場合。 

 

DASはゲージ長 5.0985 m、測定周波数 500 Hz で位相差を測定した。DASが出力するデ

ータである位相差 ψ は入射光と後方散乱光の位相差 φとゲージ長 G、測定周波数 fs（=パル

ス周波数）を用いると式 2.24 から以下のように表される。 

𝜓(𝑥, 𝑡) = [𝜑(𝑥, 𝑡) − 𝜑(𝑥, 𝑡 −
1

𝑓𝑠
)] − [𝜑(𝑥 − 𝐺, 𝑡) − 𝜑(𝑥 − 𝐺, 𝑡 −

1

𝑓𝑠
)] (3.33) 
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位相差 ψ はひずみが発生しない場合は 0 なので、光増幅器によるノイズの評価は位相差 ψ

の標準偏差によって行った。本稿では位相差 ψ の標準偏差を位相差雑音 σψと呼ぶこととす

る。 

OTDR を用いて増幅器による後方散乱光強度の回復を確認した。図 3.4-1に示した 4つの

セットアップの後方散乱光強度を図 3.4-2 に示す。後方散乱光強度は 0 km 地点を基準とし

た相対値である。4 組の OTDRデータは、増幅器なし、順路の途中 (50 km)で光増幅器によ

り後方散乱光を 8.0 dB増幅、帰路で光増幅器により後方散乱光を 8.0 dB 増幅、双方向増幅

器で後方散乱光を 17.2 dB 増幅したものである。また増幅率は入射光電力ではなく後方散乱

光電力である。OTDRによる測定は後方散乱光と熱雑音電力の足した値なので、得られた光

電力から熱雑音を見積もることができる。増幅器を使用していないデータから求められた

局所発信光のショット雑音と熱雑音は-29 dB であり、SN比が 1 になる光ファイバ位置は 75 

km 付近であった。また後方散乱光を増幅する場合、自然放出光に関連する信号光とのビー

トと、自然放出光間で発生するビートの両方が存在する。信号光と自然放出光とのビートノ

イズは時間（距離）に依存するが、自然放出光同士のビートノイズは時間（距離）に依存し

ない。入射光を増幅した場合、自然放出光に関連するノイズの後方散乱が信号光を妨害する。

しかし、その影響は後方散乱光を増幅する場合に比べれば軽微である。そのため後方散乱光

を増幅する場合の方が遠方での光強度が大きく見えている。 

 

 

図 3.4-2 OTDR による後方散乱光強度分布 増幅器なし、順路の途中 (50 km)で 8.0 dB の増

幅、帰路で 8.0 dBの増幅、双方向増幅器で両方向に 17.2 dB の増幅 

 

 図 3.4-3に位相差雑音のファイバ位置依存性を示す。標準偏差は、100 m の範囲での移動

平均を用いて計算されている。すべてのファイバボビンは防振台上に置かれているが、温度

ドリフトなどの環境ノイズの影響をわずかに受けている。各ファイバボビンは同程度の環
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境ノイズを受けるため、標準偏差が距離とともに増加している原因は、信号光強度減少によ

るものと考えられる。遠方ほど標準偏差が大きくなっているのがわかる。図 3.2-1の位相差

φ の標準偏差シミュレーションと得られた位相差雑音 σψ を直接は比較できないが、傾向は

似ている。 

 

 

図 3.4-3 位相差雑音 σψのファイバ位置依存性 

  

図 3.3-4 は、増幅器なしと順路で 8.0 dB 増幅したときの位相差雑音である。光増幅器によ

り 50 km 地点以降のノイズが全体的に減少していることがわかる。図 3.3-5 は順路で 11.0 dB

増幅したときの位相差雑音である。光増幅器直後の 50 km 付近では、標準偏差が減少して

いるが、75 km以降の範囲では、標準偏差が急に増加し飽和している。これは入射光強度を

強くしすぎたため非線形光学効果が発生したと考えられる。非線形光学効果を確認するた

めに光スペクトラムアナライザ（横河電機製 AQ6370D）により、入射光のパワースペクト

ル測定を行った。図 3.3-6 に順路で 8.0 dB 増幅した場合の入射光パワースペクトルを示す。

また図 3.3-7 に 11.0 dB 増幅した場合の入射光パワースペクトルを示した。2 つのグラフを

見比べると 8.0 dB では 50 km と 75 km 地点での入射光のスペクトル形状はあまり変化して

いないが、11.0 dB増幅した場合では 50 kmと 75 km地点で大きく異なっていることがわか

る。増幅器直後の 50 km地点では入射光のスペクトルは急峻であったが、75 kmではほぼフ

ラットになっている。これは非線形光学効果の自己位相変調が発生したためと考えられる。

自己位相変調は異常分散を引き起こし、その分散は増幅器からの距離が長くなるにつれて

大きくなる。これによりコヒーレント位相検出を妨害され、その結果 75km 以降の正しい位

相差を取得できなかったと考えられる。 
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図 3.4-4 増幅器なしと順路 50 km 地点で 8.0 dB 増幅した場合の位相差雑音 σψ 

 

 

図 3.4-5 増幅器なしと順路 50 km 地点で 11.0 dB増幅した場合の位相差雑音 σψ 

 

 

図 3.4-6 順路 50 km 地点で 8.0 dB増幅した場合の入射光パワースペクトル 
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図 3.4-7 順路 50 km 地点で 11.0 dB 増幅した場合の入射光パワースペクトル 

 

図 3.4-8 は帰路 50 km 地点で 8.0 dB増幅した場合の位相差雑音を示している。この場合も

50 km以降のノイズは低減されているが、入射光を増幅した場合に比べて低減の程度が小さ

い。これは、自然放出光に関するビート雑音により全体の SN比が低下したことが原因と考

えられる。図 3.3-9に帰路 50 km地点で 11.7 dB 増幅した位相差雑音を示す。増幅器がない

場合に比べて 50km 以降のノイズは抑制されたが、50km より手前のノイズはさらに増加し

た。 

 

 

図 3.4-8 増幅器なしと帰路 50 km 地点で 8.0 dB 増幅した場合の位相差雑音 σψ 
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図 3.4-9 増幅器なしと帰路 50 km 地点で 11.7 dB増幅した場合の位相差雑音 σψ 

 

双方向光増幅器の順路の光増幅器による増幅率を 8.0 dB に固定し、帰路の光増幅器の増

幅率を変化させたときの位相差雑音を調べた。図 3.4-9 に双方向増幅器の増幅率に対する位

相差雑音の平均値𝜎𝜓̅̅̅̅を示す。双方向光増幅器の増幅率が 12 から 19 dBのとき、50 km以降

のノイズ低減と自然放出光による 50km 以前のノイズ増加がバランスし、全体の平均位相差

雑音𝜎𝜓̅̅̅̅はほぼ一定値であった。図 3.4-10 は増幅器なしと 50 km 地点で双方向増幅器により

17.2 dB 増幅した場合の位相差雑音である。増幅器なしの場合と比較して、50 km 以降のノ

イズが大幅に低減されていることが確認された。増幅器を使用していない状態に比べ、全体

の平均位相差雑音が 40%程度まで減少した。光増幅器前後で見ると、50 km 以降では 20%程

度まで減少したが、50 km 以前では自然放出光の影響により 1.35 倍に増加した。 

 

 

図 3.4-10 双方向光増幅器の増幅率に対する平均位相差雑音𝜎𝜓̅̅̅̅  
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図 3.4-11 増幅器なしと 50 km 地点で双方向増幅器により 

17.2 dB 増幅した場合の位相差雑音 σψ 

 

双方向光増幅器により平均位相差雑音を低減することに成功したが、実際は環境雑音が

あるため位相差 ψ が 0 ではないことや、測定器の内部の処理などが影響するため定量的な

議論は難しい。そこで双方向増幅器の効果を確認するために、光ファイバストレッチャ

（PZ3-SMF2-APC-E, Optiphase 社製）を用いたひずみ測定実験を行った。挿入した光ファイ

バストレッチャの損失は 0.5 dB である。光ファイバストレッチャを 75 km 地点に挿入し、

10 Hzの正弦波電圧で駆動した。印加されたひずみは±0.047με である。図 3.4-11に増幅器光

なしと双方向光増幅器使用時におけるファイバストレッチャによるひずみ測定を示す。波

形は 4Hzカットオフのハイパスフィルタでフィルタリングされている。 

 

 

図 3.4-12 75 km 地点における増幅器光なしと双方向光増幅器使用時の 

光ファイバストレッチャによるひずみ測定比較 
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3.5 双方向光増幅器を用いた DASシステムの設計 

 得られた実験結果から双方向光増幅器を用いた DAS システムの設計について考察する。

図 3.5-1 に複数の双方向光増幅器を使用した場合の予想される位相差雑音を示す。双方向光

増幅器を新たに挿入する場合、新しい双方向光増幅器による自然放出光の影響を受けるた

め、全体の平均位相差雑音 σψは大きくなる。帰路の光増幅器の増幅率を Gbとすると、自然

放出光と局所発信光のビート雑音 NASEは 

𝑁𝐴𝑆𝐸 = 2𝑞𝐼𝐿(𝐺𝑏 − 1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧′)𝐵𝑅 (3.34) 

と書ける。ここで z'は光増幅器の位置である。順路の光増幅器の増幅率を Giとすれば光フ

ァイバ位置 0 から z'までの SN比は 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿{ζ(𝑧)}

2)2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞{𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧′)}𝐵𝑅

(0 ≤ 𝑧 < 𝑧′) (3.35) 

となり、z'から 2z'までの SN比は 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿𝐺𝑖𝐺𝑏{ζ(𝑧)}

2)2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞{𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧

′)}𝐵𝑅
(𝑧′ ≤ 𝑧 < 2𝑧′) (3.36) 

と書ける。ここで後方散乱光の減衰が双方向光増幅器によって完全に回復する 

(GiGb={ζ(z')}2)とすれば、双方向光増幅器前後でノイズに差はないので 2 つの区間の SN 比

の分布は変わらないことになる。さらにもう 1 つの双方向光増幅器を挿入し、測定距離を

3z'までとする。また双方向光増幅器の増幅率はそれぞれ同じ値とし等間隔 z'で敷設する場

合を考える。ビート雑音は 

𝑁𝐴𝑆𝐸 = 2𝑞𝐼𝐿{(𝐺𝑏 − 1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧
′) + 𝐺𝑏(𝐺𝑏 − 1)𝑛𝑠𝑝ζ(2𝑧

′)}𝐵𝑅 (3.37) 

となるのでそれぞれの区間の SN比は 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿{ζ(𝑧)}

2)2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞(𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿{(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧

′)+𝐺𝑏(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(2𝑧
′)})𝐵𝑅

(0 ≤ 𝑧 < 𝑧′) (3.38) 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿𝐺𝑖𝐺𝑏{ζ(𝑧)}

2)2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞(𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿{(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧

′)+𝐺𝑏(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(2𝑧
′)})𝐵𝑅

(𝑧′ ≤ 𝑧 < 2𝑧′) (3.39) 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿𝐺𝑖

2𝐺𝑏
2{ζ(𝑧)}2)

2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞(𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿{(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑧′)+𝐺𝑏(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(2𝑧′)})𝐵𝑅

(2𝑧′ ≤ 𝑧 < 3𝑧′) (3.40) 

となる。ここで双方向光増幅器の増幅率はそれぞれ同じ値とし、等間隔 z'で敷設することと

した。この条件で n個の双方向光増幅器を使用した場合の m番目の区間の SN比は 

𝑆𝑁𝑅(𝑧) ≈
(𝛽𝐼𝑃𝐿𝐺𝑖

𝑚−1𝐺𝑏
𝑚−1{ζ(𝑧)}2)

2

4𝑘𝐵𝑇

𝑅𝐿
𝐵𝑅+2𝑞(𝐼𝐿+𝐼𝑑+𝐼𝐿{∑ 𝐺𝑏

𝑘−1(𝐺𝑏−1)𝑛𝑠𝑝ζ(𝑘𝑧′)
𝑛
𝑘=1 })𝐵𝑅

((𝑚 − 1)𝑧′ ≤ 𝑧 < 𝑚𝑧′) (3.41) 

となる。式 3.41から測定距離を延長し、それに応じて双方向光増幅器の個数が増えれば全

体の SN 比が低下していくことがわかる。またその劣化度は自然放出光係数 nspと帰路の光

増幅器の増幅率 Gbに依存する。ある測定距離に対する最適な双方向光増幅器の個数を決め

るためには、図 3.4-3 のような位相差雑音 σψを知る必要がある。SN比に対する位相差雑音

σψの関数を f [SNR(z)]とすると平均位相差雑音𝜎𝜓̅̅̅̅は 
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𝜎𝜓̅̅̅̅ =
1

𝑧′
∫ 𝑓[𝑆𝑁𝑅(𝑧)]
𝑧′

0
𝑑𝑧 (3.42) 

となり、これを最小とする z'を求める。 

シミュレーションにより最適な双方向光増幅器の間隔 z'を求めてみる。式 3.41を計算す

るには様々なパラメータの情報が必要であるが、SN比に対する位相差雑音 σψの関数 f 

[SNR(z)]をファイバ位置に対する位相差雑音 σψの関数 g (z)として考える。すると近似的に

双方向光増幅器の追加によって発生する SN 比の低下を積分区間の変更として考えられる

ので、 

𝜎𝜓̅̅̅̅ ≈
1

𝑧′
∫ 𝑔(𝑧)
𝛼+𝑧′

𝛼
𝑑𝑧 (3.43) 

と書ける。ここで αは双方向増幅器の追加により発生する SN比の低下に相当する距離増

加とした。本実験で求めたデータから双方向光増幅器を 1つ挿入することによって、光増

幅器以前の SN比が 10 km分低下しているので（図 3.4-10）、α を双方向光増幅器の数×10 

km とした。関数 g (z)は実験データに対して arctan関数でフィッティングすることにより

求める。図 3.5-2 に光ファイバ位置に対する位相差雑音 σψの arctan 関数によるフィッティ

ングを示す。得られたフィッティング関数 g (z)から式 3.43 を用いて、例として全長 300 

km における光増幅器の間隔 z'と平均位相差雑音𝜎𝜓̅̅̅̅の関係を求めた。図 3.5-3 にシミュレー

ションから求めた 300 km における光増幅器の間隔 z'と平均位相差雑音𝜎𝜓̅̅̅̅の関係を示す。

シミュレーションから z’ = 75 kmのとき平均位相差雑音が最小になることが示された。 

 

 

図 3.5-1 複数の双方向光増幅器を使用した場合の予想される位相差雑音 σψ 
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図 3.5-2 光ファイバ位置に対する位相差雑音 σψの arctan 関数によるフィッティング 

 

 

図 3.5-3 シミュレーションから求めた 300 km における 

光増幅器の間隔 z'と平均位相差雑音𝜎𝜓̅̅̅̅の関係 

 

3.6 まとめ 

DAS 測定の課題である光量低下によるノイズについて考察と実験を行った。入射光と後

方散乱光に対して双方向の光増幅器による光量回復を行い、それに伴う位相差雑音の変化

を実験から求めた。入射光の強度を上げていくと非線形光学効果によるノイズの増大を確

認した。非線形効果を調べるために光スペクトラムアナライザを使用して、入射光のスペク

トルを調べたところ、距離によって分散の度合いが変化していることを確認したため、自己

位相変調が起きていることがわかった。非線形光学効果の閾値を超えない程度に入射光の

強度を増幅し、帰路の光増幅器を調整することで、全体の平均位相差雑音を 40%程度まで

抑制することに成功した。複数の双方向増幅器を導入することで、さらに長距離測定が可能

になると期待される。しかしながら帰路の光増幅器による自然放出光と局所発信光のビー

ト雑音が主な雑音になるため、双方向光増幅器の個数を増やしすぎても雑音が大きくなる
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可能性がある。平均位相差雑音を最小にするような最適化として、得られた位相差雑音分布

を利用し複数の双方向光増幅器におけるシミュレーションを行った。例として測定長 300 

km のときにおける最適な双方向光増幅器間の距離を求めた。本研究の環境では双方向光増

幅器が 3 つで間隔が 75 km になるときに平均位相差雑音が最小になることが計算からわか

った。実際のシステムにおいては接続損失や、SN 比とファイバ位置の非線形性を考慮しな

いといけないが、システム設計の見積としては有用であると考えられる。 
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第 4 章 DAS データにおける異常検知手法検討 

 本章では DASデータにおける異常検知手法、特に地震観測における地震検知について検

討した結果を述べる。 

 

4.1 既存研究と本研究で考察する手法 

 DAS データを用いた異常検知は、侵入検知や交通量モニタリングにおいて重要である。

監視システムの異常検知は環境雑音との分離や異常の種類の判断などが求められる。しか

しながら DAS データは膨大であり、前述したように SN や応答が場所により異なるため、

従来の閾値検知のような異常検知手法では難しい場合が多い。そのため DASデータにおけ

る信号処理や機械学習の研究が盛んに行われるようになった。光ファイバセンサデータに

対して機械学習を適用した例として、セキュリティ監視のためにサポートベクトルマシン

SVM (Support Vector Machine)による分類を行った研究がある 4.1)。また他にも畳み込みニュ

ーラルネットワーク CNN (Convolutional Neural Network)を用いた分類 4.2)や、敵対的生成ネ

ットワーク GAN (Generative Adversarial Network)を用いた学習 4.3)など DASのデータに対す

る機械学習の利用が進んでいる。これは DAS のデータが時間×空間の行列であるのでデー

タを画像として整理し扱うような機械学習との相性が良いためであるのと、膨大なデータ

があるので学習するデータが多い点ことが要因であると考えられる。表 4.1-1 に DAS デー

タと機械学習の組み合わせの研究例を示す 4.4) 4.5)。 

 

表 4.1-1 DAS データと機械学習の組み合わせの研究例 4.4) 4.5) 

Feature Extraction Domain Feature Extraction Method Pattern Classification Algorithm 

Time EMD (Empirical Mode Decomposition) ANN (Artificial Neural Network) 

Frequency FFT (Fast Fourier Transform) BP-MLP (Back-Propagation) 

Time×Frequency kurtosis CNN (Convolutional Neural Network) 

Time×Space LCR (Level Crossing Rate)) GMM (Gaussian Mixture Model) 

 LDB (Local Discriminant Base) k-NN (k-Nearest Neighbor) 

 MA (Morphological Analysis) ML (Maximum Likelihood) 

 MFCC (Mel-Frequency Cepstral Coefficients) MLP (Multi-Layer Perceptron) 

 PCA (Principal Component Analysis) NN (Neural Network) 

 PSA (Power Spectrum Analysis) PNN (Probabilistic Neural Network) 

 PSD (Power Spectral Density) RBF-MLP (Radial Basis Function) 

 STFT (Short-Time Fourier Transform) RVM (Relevance Vector Machine) 

 WD (Wavelet Decomposition) SVM (Support Vector Machine) 

 WPD (Wavelet Packet Decomposition) threshold 



57 

 

本研究では海底通信ケーブルを利用した振動測定における地震検知を目的とする。DAS

は多点で測定しているため、比較的小さな地震でも特徴点として検知できる点がいくつか

存在すれば検知できるというメリットがある。これは DASのひずみ測定が地震計のダイナ

ミックレンジよりも劣っている場合でも、微小な地震を検知する有効な手法と考えられる。

また地震計のデータはポイントであるため、地震かどうかは専門家でないと判断が難しい

場合があるが、DAS の場合広範囲に影響する振動はほぼ地震であるので一目でわかるとい

うメリットがある。 

地震観測に用いられるセンサとしてはジオフォンなどの加速度計や速度計、ひずみ計が

一般的である。これらのセンサデータにおけるシンプル地震検知手法として STA/LTA (Short 

Term Average/Long Term Average)法が挙げられる。STA/LTA 法は短時間平均を長時間平均で

割った値を閾値検知する方法である。大きな地震や SN の良い測定点では有効であり、避難

のための地震速報ではこの方法が採用されている。しかしながら小規模な地震や SNの悪い

測定点では検知が難しく、また DASの利点である多点測定の長所を活かすことができない。

海底ケーブルにおける DAS測定では、波浪や船などのノイズがあり、これらと区別して異

常を検知する必要がある。さらに海底ケーブルは場所によって海底の状態やそのカップリ

ングが異なるため、ファイバ位置上での SN や応答が非常に異なることが予想される。また

DAS のデータはとても膨大になるので、データの処理速度や保存するデータも考える必要

がある。 

上記のような課題を解決する方法としては、時間×空間領域での限定的な帯域のスペクト

ル強度分布におけるパターン認識が考えられる。限定的な帯域のスペクトル強度分布とす

ることで、ノイズとの分類をある程度行い特徴点を抽出することで、場所によって SN や応

答が悪くても補間するようなパターン認識であるハフ変換 (Hough transform)を検討する。 

さらにもう一つの試みとして周波数×波数領域（F-k 空間）での特徴的なスペクトル分布

の分類が考えられる。F-k 空間における特徴的な要素を見つけるので、特に長距離によるノ

イズ増加により検知が難しい場合や、同じ周波数帯にノイズがあり周波数フィルタのみで

は検知が難しい場合に有効と考えられる。手法としては得られた時系列のひずみ速度分布

を F-k空間に変換し、スペクトルを画像として出力し、CNNによる分類を検討する。 

地震検知システムとしては、2 つの方法とも検知した時刻のデータだけ Raw データを保

存しておけばデータ量は限られる。また特徴量の画像をログとして保存しておけば過去の

データに対して再評価することもできる。以下に２つの手法について説明する。 

 

4.2 限定的な帯域のスペクトル強度分布におけるハフ変換 

ハフ変換は、直線などの特徴を抽出するデジタル画像処理であり、画像認識の分野で広く

使用されている。DAS データを時空間の 2 次元画像とみなし、ハフ変換により車の振動を

検知する研究がいくつか報告されている 4.6) 4.7)。地震は数 km/s の速度で伝搬するため、2 次

元 DASデータ上ではほぼ直線として認識され、多少の抜けがあっても検知が容易になると
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考えられる。以下にハフ変換の式を示す 4.8)。  

𝜌 = 𝑥𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑦sin 𝜃 (4.1) 

ｘ、ｙは画像の位置を示し、ρと θはそれぞれ原点から直線までの距離とその垂線と x軸の

角度を表す。本稿においては x 軸が光ファイバの位置、y 軸は時間軸とする。 

図 4.2-1 (a)に例として地震発生時の 3–10 Hzのパワースペクトル強度分布の時系列データ

を示す。データの詳細と処理手順ついては次の第 5 章に述べる。バックグラウンドとして後

方散乱光の減少に起因するノイズが遠方に行くほど顕著になっている。パワースペクトル

強度分布はそれぞれの測定点ごとに 2秒間の高速フーリエ変換 FFT (Fast Fourier Transform)

により求めた。DAS 測定データは場所によって SN が大きく異なるので、地震によるエッ

ジを際立たせるためパワースペクトル強度は dB で表現した。160 s 付近に検出された横線

が地震である。このパワースペクトル強度分布とハフ変換を用いた地震検知の手順は以下

のとおりである。まず地震以外の振動除去のためメディアンフィルタを施した。地震の特徴

として空間的に連続するので、空間的に連続しないスパイクノイズは検知のため除く。次に

フィルタ処理したデータに対して時間方向のエッジ検出を行った。それにより求めた値が

その測定点における 5 分間の標準偏差の 3 倍以上ならば特徴点として検出した（図 4.2-1 

(b)）。検出された特徴点に対してまた収縮処理を施した後、ハフ変換を行った。ハフ変換を

行う時間幅は 5 分であった。特徴点を通る直線の 2 つのパラメータの組み合わせ (ρ, θ)を

72×36通りとした。地震はほぼ直線になるので、原点を 0 秒、 5.1 km とした場合、θは 90°

で ρは発生時刻とほぼ同じになる。図 4.2-2 に図 4.2-1 (b)の特徴点に対してハフ変換を行っ

た θ-ρ平面の投票結果を示した。θ=90°, ρ=160で最も投票数が大きくなり、160 s で地震を検

知したことを示している。 

 

図 4.2-1 (a) 地震発生時の時系列パワースペクトル分布（3–10Hz） 

(b) (a)の時系列パワースペクトルのデータから検出した特徴点 
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図 4.2-2 ハフ変換による ρ-θ空間上の投票数 

 

ハフ変換による地震検知のメリットは特徴点が空間的に途切れていても、広い範囲で見

ることで地震と判断できることである。そのためデータはできる限り広い範囲であること

が望ましい。しかしながら波浪などのノイズが入りすぎるとうまく検知ができない場合が

あるため、適切な周波数範囲を選ぶ必要がある。 

 

4.3 F-k空間図における畳み込みニューラルネットワーク 

周波数×波数 (F-k)領域での分析は、VSPにおけるノイズ除去の手法として用いられる 4.9)。

F-k フィルタリングと呼ばれるノイズ除去手法は、ジオフォンアレイもしくは DAS から得

られた時間×空間領域でのひずみ速度などのデータを 2 次元フーリエ変換し、加振機など所

望の信号の領域以外を 0にし、逆フーリエ変換することで行う。VSPでは F-k フィルタを施

したデータを解析することで地下構造の推定を行う。 

図 4.3-1 に地震発生時における(a) DASひずみ速度分布と(b) F-k空間スペクトル密度を示

す。データの詳細と処理手順については次章で説明する。ひずみ速度は 2–20 Hz でバンドパ

スフィルタを施した。ひずみ速度分布において 2つの波が DAS測定器からファイバ遠方方

向に進行している。これは P 波と S 波を示している。個のひずみ速度を 2 次元フーリエ変

換したものが F-k 空間スペクトル密度である。スペクトルは銀杏の葉のような形をしている

が、これは光ファイバに対して様々な相対速度を持つ波が存在することを示している。地震

波が断層や表面で反射することで様々な波が生成され観測されたと考えられる。また波数

が負の領域の方が正の領域に比べてスペクトル強度が大きいのは、地震波の進行方向が

DAS測定器からファイバ遠方方向に進んでいるためである。 
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図 4.3-1 地震発生時における(a) DASひずみ速度分布 (2–20 Hz) (b) F-k 空間スペクトル密度 

 

図 4.3-2 に T (Tertiary)波発生時における(a) DASひずみ速度と(b) F-k 空間スペクトル密度

を示す。T 波とは海水中の SOFAR (Sound Fixing and Ranging)チャンネルと呼ばれる音速が

最も低くなる層を伝わる音波であり、海底地震計や海岸付近の観測点でよく記録される 4.10) 

4.11)。図 4.3-2(a)ではファイバ遠方から DAS測定器の方に波が進行している。図 4.3-1(a)に比

べ波の進行速度が遅いことがわかる。F-k空間スペクトル密度を見ると波数が正の領域に傾

きが一定のスペクトルが観測された。この傾きは海水中における音速 (≒1480 m/s)している。 

 

図 4.3-2 T波発生時における(a) DASひずみ速度分布 (2–20 Hz) (b) F-k 空間スペクトル密度 

 

図 4.3-3に船の振動を捉えた(a) DASひずみ速度分布と(b) F-k空間スペクトル密度を示す。

18 km付近で観測された船の振動は数 kmの幅を持つ。また船による振動はスクリューの回

転など人工的な振動であり、ある一定の周波数であることが特徴である。 
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図 4.3-3 船の振動を捉えた(a) DASひずみ速度分布 (2–20 Hz) (b) F-k空間スペクトル密度 

 

図 4.3-4 に海岸付近の波浪を捉えた(a) DASひずみ速度分布と(b) F-k空間スペクトル密度

を示す。波浪は海岸から 10 km 程度まで影響があり、周波数-波数領域としては 0–8 Hz、-

0.015–0.015 1/m の範囲にスペクトル強度を持つ。強度は小さいが波浪は地震と同じ帯域に

スペクトル強度を持つ。 

 

図 4.3-4 海岸付近の波浪を捉えた(a)DASひずみ速度分布(2–20 Hz)  

(b)F-k 空間スペクトル密度 

 

上記で示したように F-k空間スペクトル密度からノイズとの分類、また地震波の分類が容

易になると考えられる。F-k空間スペクトル密度は 2 次元の行列データなので画像として扱

うことができる。 

画像認識として機械学習の一つである CNN が一般的に広く使用されている。CNN は畳

み込み処理を用いたニューラルネットワークであり、ピクセルを直接入力に用いることが

できる。そこで図 4.3-1 (b)や図 4.3-2 (b)のような F-kスペクトル空間図を画像として扱い、

CNN による分類をすることで地震検知する手法を提案する。すなわちある時間幅の F-k ス

ペクトル空間図を 1画像とみなし、地震発生時のモデルと比較することで、地震が発生した

かどうかを判断する。F-kスペクトル空間図における CNN のメリットは、F-k 空間に変換す

ることで特徴的なスペクトル密度分布を画像として扱えることであり、機能として振動の

分類ができることである。しかしながら地震波と似たスペクトル強度を持つ波浪などを分
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類する場合にはより精度の高いモデルが必要であり、そのためには大量の教師データが必

要と考えられる。また検知に使用するデータの空間範囲ごとに F-k空間図は異なるので、そ

の都度学習することが必要である。使用する周波数と波数の範囲は振動の特徴が捉えられ、

分解能が識別可能なレベルであれば問題ないと考えられる。 

 

4.4 まとめ 

 DAS データにおける異常検知手法、特に海底ケーブルを使用した地震検知について検討

した。DASデータの異常検知において、場所により SN 比や応答が異なることや、大量のデ

ータの処理、DAS データの強みである多点測定データの活用などを考慮して新しい地震検

知手法を考えた。地震検知手法として限定的な帯域のスペクトル強度分布におけるハフ変

換と F-k 空間図における CNNについて検討した。ハフ変換については、場所によってデー

タの SN が悪い部分があっても広範囲のデータ使用することで直線を検知できるメリット

がある。また F-k 空間図における CNNについては、データの SN が悪くても周波数×波数領

域で振動の分類を行えるというメリットがある。本研究では DASの基本的な地震検知の手

法として限定的な帯域のスペクトル強度分布におけるハフ変換を考え、その補間的な役割

として F-k空間図における CNNによる地震検知を提案する。次章ではこれらの手法に対し

て実際のデータを用いてその適用性を検証する。 
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第 5 章 海底光ケーブルを用いた地震観測 

本章では実際に海底光ケーブルを用いて DAS測定を行い、得られたデータについての解析

と第 4章で検討した手法の適用性について述べる。 

 

5.1 DASを用いた海底地震観測の適用性 

 第 2章で示した通り DASは広範囲で測定できるため、地震観測への適用が進められてい

る。現在地震観測はジオフォンによるセンサアレイにより行われているが、より広範囲かつ

詳細に振動を計測することによって、早期検知による避難までの時間の確保や、断層などの

地質構造の監視、地震学的に有用なデータの取得、地震頻度の監視などを行うことができる。  

海底地震の観測においては、例えば地震計を広く分布させた日本海溝海底地震観測網(S-

net)がある。S-net は総距離 5500 km で測地震計や水圧計が入った観測装置 150 カ所の巨大

な観測システムがある。図 5.1-1 に S-net の概要図を示す 5.1)-5.5)。S-net により早く地震や津

波をより早く検知することができ、被害の軽減や避難行動などの防災対策に貢献すること

が期待されている。しかしながら海底にセンサがあるため、給電やメンテナンス性、コスト

に課題がある。これらの課題に対して DASは既存の海底光ファイバケーブルを用いること

で解決できる可能性がある。現在海底光ファイバケーブルを利用した DASによる振動測定

が行われている。その目的は海の波浪のノイズや海底地震の観測、エアガンによる地質構造

探査など多岐にわたる。表 5.1-1 に海底光ファイバケーブルを用いた DAS 測定の研究を示

す。 
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図 5.1-1 日本海溝海底地震観測網 5.1) 

 

表 5.1-1 海底ケーブルを用いた DAS測定の研究 

 Authors Location Length Subject 

2019 A. Sladen, et al. 5.6) Toulon 41.5 km Noise and earthquake 

2019 Ethan F. Williams, et al. 5.7) Zeebrugge, Belgium 42 km Seismic and ocean wave 

2019 Nathaniel J. Lindsey, et al. 5.8) Monterey Bay, CA 20 km Hydrodynamic signal 

2021 Diane Rivet, et al. 5.9) Toulon, France 41.5 km Beamforming 

2021 Feng Cheng, et al. 5.10) Monterey Bay, CA 20 km Profiling 

2021 Hiroyuki Matsumoto, et al. 5.11) Muroto, Japan 50 km 
Air gun, earthquake, and 

profiling 

2021 Itzhak Lior, et al. 5.12) 
Methoni, Greece and 

Toulon, France 

13.2, 26.2, 

44.8 km 
Noise and earthquake 

2022 Andrew Trafford, et al. 5.13) Dundalk Bay, Ireland 5 km Profiling 

 

本研究では DASの海底地震観測網への適用について、従来の地震計との違いや実用上の

課題を見つけるために、実際の海底光ファイバケーブルを用いて実証実験を行った。 
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5.2 三陸沖海底光ケーブルを用いたフィールドテスト 

本稿では東京大学地震研究所により平成 8年に設置された三陸沖光ケーブル式海底地震・

津波観測システムの予備ファイバを用いて、2019 年 11 月 18 日から 12 月 2 日に DAS測定

を行った 5.14)-5.19)。図 5.2-1 に局舎周辺の地図を示す。また図 5.2-2 に(a)局舎の外観と(b)埋設

された光ケーブルを示す 5.20)。光ケーブルは波の影響を避けるため陸上から数百 m は埋没

した状態で敷設されていた。図 5.2-3 に三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システムと

S-net を示す。DAS 測定は 1996 年に設置された観測システムの空芯を使用した。DAS 測定

機として用いたのは、AP Sensing 社製の N5200A である。測定機は海岸側に設置されてお

り、DASの測定距離は 70 km で出力サンプル間距離は 5.0985 m、ゲージ長は 40.7881 m で

あり、測定周波数は 500 Hzであった。既設の光ファイバは分散シフト・シングルモードフ

ァイバで、群屈折率 1.47、損失 0.217 dB/km あった。 

 

 

図 5.2-1 東京大学地震研究所釜石局舎の周辺地図 

 

 

図 5.2-2 (a)局舎外観 (b)埋設された光ケーブル 5.20) 
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図 5.2-3 三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システム 

（黒線:1996 年の観測システム、赤線 2015年の ICTシステム）と S-net（ピンク線） 

TM:津波計、SOB, YOB:地震計 DAS測定は 1996年の観測システムの空芯を使用 5.14) 

 

5.3 取得した DASデータと解析 

以下に DAS で観測した特徴的な振動について説明する。図 5.3-1 に三陸沖における DAS

測定に使用した光ケーブル（赤線）と近傍の S-net 地震計を示す。図の点線は航路である。

参考データとして図 5.3-1で示す光ファイバケーブル近傍の S-net地震計 N.S3N01, N.S3N02, 

N.S3N03, N.S3N10, N.S3N11, N.S3N12 の 6か所の X成分（ファイバの延伸方向）の速度デー

タを用いた。S-net のデータは国立研究開発法人防災科学技術研究所地震津波火山ネットワ

ークセンターが取得したものを使用した。C1 は DAS の測定開始地点であり、Cnumber は

DAS測定器から number×5.0985m の距離であることを示す。また図 5.3-2 に地震がない時の

位相差雑音 σψを示す。位相差雑音 σψは 100 m で移動平均を取った。8 km まで海岸付近の

波浪と思われる大きなノイズが観測された。距離による減衰のノイズについては、実験で得

られた位相差雑音 σψ（図 3.4-3）と比較すると、ゲージ長が 8倍大きく、また損失と環境雑

音も実験に比べ大きいと考えられ、距離に対する位相差雑音 σψは 2 倍程度大きく観測され

た。 
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図 5.3-1 三陸沖における DAS測定に使用した光ケーブル（赤線）と 

近傍の S-net地震計位置 点線は航路 

 

 

図 5.3-2 地震がない時の位相差雑音（赤）と第 3章で求めた位相差雑音の比較（黒） 

 

(1) 地震 

図 5.3-3に 2019年 11月 29日 13:01:42–13:02:02に発生した地震の振動を DASで観測した

ひずみ速度分布を示した。この地震は震央地が三陸沖で深さ 26 km、M 5.6、最大震度 3 で

あった 5.21)。地震は遠方である沖から、陸である測定機側に伝搬してきており、見かけの速

度は 7–8 km/sである。15–20 km付近では特徴的な模様が見られる。これは光ファイバケー

ブルが設置されている地盤が他に比べて柔らかいことが原因と考えられる 5.16)。最大ひずみ

速度は 4.0×10-6ε/s であり最大位相差は 3.0 rad であった。図 5.3-4 に(a)地震発生時の DAS
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で測定した 10 km おきのひずみ速度を示す。DAS で得られるひずみ速度は光ファイバの置

かれた環境と光学的なノイズの影響を受けるため、場所により様々な波形が観測された。図

5.3-4 (b)DASで測定した地震発生時と発生していない時間のスペクトル密度を示した。デー

タは 10 km地点のものである。0.1–30 Hzで地震のスペクトルが大きく観測された。0.1 Hz

以下は測定ノイズが大きく地震検知には向かないと判断した。図 5.3-4 (c)に S-net の中から

光ファイバケーブルに近い N.S3N01 地震計の 3 軸の速度データを示す。比較するとほぼ同

時刻に振動を捉えていることがわかが、DAS のほうが地震計よりも長い時間振動をとらえ

ていることが分かった。また図 5.3-4 (d)に S-net N.S3N01地震計の X成分の速度スペクトル

密度を示す。DAS と比較すると低周波でのノイズが小さく、SN が 10 倍ほど大きい。DAS

は光ファイバのひずみ速度であるので直接比較することは難しいが、スペクトル分布の傾

向は似ている。DAS によって小規模な地震を含めると 1 日あたり数十個の地震を観測する

ことができた。 

 

図 5.3-3 DAS測定により捉えた地震（2019年 11 月 29日 13:01:42–13:02:02） 

震央地名:三陸沖 深さ 26 km M 5.6 最大震度 3 5.21) 
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図 5.3-4 (a) 地震発生時の DASで測定した 10 kmおきのひずみ速度 (2–20 Hz) 

(b) DAS10 km 地点のスペクトル密度（赤:地震発生時 青:平常時） 

(c) S-net の N.S3N01地震計の 3 軸速度データ (2–20 Hz)  

(d) X 成分（ファイバの延伸方向）のスペクトル密度（赤:地震発生時 青:平常時） 

 

(2) T波 

図 4.3-2 で示したように、DASにより SOFAR チャンネルを伝わる T波を観測することが

できる。図 5.3-5 (a)に T 波発生時の DASで測定した 10 km おきのひずみ速度を示す。T波

は限られた海水中の層を伝わるため、観測される場所が限定される。図 5.3-5 (b)に DAS で

測定した T 波発生時と発生していない時間のスペクトル密度を示した。データは 15 km 地

点のものである。15 km地点では 0.8 Hz 付近に波による振動があり、4–10 Hz に T波と思わ

れる弱い振動が観測された。通常の地震と同様、1日あたり数回から数十回観測された。 
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図 5.3-5 (a) T波発生時の DASで測定した 10 kmおきのひずみ速度 (2–20 Hz) 

(b) 15 km 地点のスペクトル密度（赤:T波発生時 青:平常時）  

 

(3) 脈動 

DAS で観測されたバックグラウンドノイズの中で周期が数秒から数十秒の長周期な振動

においては、海の水波によって引き起こされる脈動を含んでいると考えられる。図 5.3-6に

ファイバ位置に対する 0–5 Hzのスペクトル密度を示す。0–10 km付近で 0.2 Hz 以下の強い

スペクトルが存在する。これは水深に対する第１次脈動であると考えられる。またファイバ

位置が沖に行くに従い、周波数が低い成分が強くなる振動がある。これは脈動などの複合波

である第 2次脈動と考えられる。 

 

図 5.3-6 ファイバ位置に対する 0–5 Hzのスペクトル密度 

 

図 5.3-7 (a)に 10–20 km の周波数×波数スペクトル分布の 0–0.2 Hz の範囲を示した。黄色

の線は微小振幅波理論の分散関係式 

𝜔2 = 𝑔𝜔𝑘tanh(𝜔𝑘ℎ) (5.1) 

を示している。ここで ω は角周波数、gは重力加速度、ωkは角波数、h は水深を表している。
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文献から hは 200 mで計算した 5.16)。観測されたスペクトルはおおよそこの分散関係に従う

ため、これは第 1次の脈動を示していると考えられる。また図 5.3-7 (b)には 0.3–1.5 Hz の範

囲を示した。青い線は 200 m/sで緑の線は 1500 m/sを示している。観測されたスペクトル分

布は 200–1500 m/s の範囲で伝搬する波であり、これは第 2 次脈動と考えられる。第 2 次脈

動は波の伝搬方向と波数周波数により速度が決定するため、図 5.3-7 (b)のような分布をとる

と考えられる。脈動は最も強い定常的なノイズなので、地震検知では脈動の強い場所や周波

数帯を避けて行う必要がある。 

 

 

図 5.3-7 DAS測定により捉えた 10–20 kmにおける(a)第 1次脈動 (b)第 2次脈動 

 

(4) 船 

DAS 計測に利用した光ファイバケーブルが敷設された場所では定期的に大小さまざまな

船が海上を通っていたため、船の振動が観測された。図 5.3-8 (a)に船通過時と思われる時間

のひずみ速度分布を示した。強度分布から 14 km付近を船が通過したと考えられる。図 5.3-

8 (b)に船の振動と思われるスペクトル分布を示した。船の振動は主にプロペラの回転とその

倍波が観測されていると考えられる。図 5.3-8 (c)に船が光ファイバに近づいてくるときのス

ペクトル分布と離れて行くときのスペクトル分布の一部を示した。近づいてくるときのピ

ークは 18.81 Hz で、離れ行くときのピークは 18.58 Hzであった。これはドップラー効果に

よって観測された音が変化したと考えられる。海水中の音速を 1500 m/s とすれば、船の光

ファイバケーブルに対する相対速度は約 9.2 m/s となる。 
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図 5.3-8 DAS測定により捉えた(a) 船振動と思われるひずみ速度 (5–30 Hz) 

(b) スペクトル密度 (c) 船の往来によるドップラー効果（赤:離れる 青:近づく） 

 

(5) その他の振動  

図 5.3-9 (a)に幅 1 km 程度で観測された強いひずみ速度分布を示した。船の場合、海面付

近に振動源があるため、海底の光ケーブルに振動が達するときには図 5.3-8 (a)のようにより

広範囲に拡散すると考えられる。また図 5.3-9 (b)にスペクトル分布を示した。7 Hzを中心に

ブロードなピークが見られる。脈動と比較してもかなり強度が強く、長い時は 10分以上振

動し続けており、日に数回観測されることもあった。鯨などの生物が出す音などが考えられ

るが、水生生物の鳴き声などと比較すると低周波である。 

 

 

図 5.3-9 DAS測定により捉えた(a) 生物と思われるひずみ速度 (2–20 Hz) 

(b) スペクトル密度 
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 DASにより海における様々な振動を取得できることを示した。地震検知では上記(1)と

(2)の振動を検知することを目標とする。それ以外の振動はノイズとして 除去しなくては

ならない。地震は 0.1–30 Hz に SN比が高い周波数帯があるが、脈動と波浪による影響を考

える必要がある。 

 

5.4 ハフ変換による地震検知 

得られた DAS データに対して第 4 章で検討したハフ変換による地震検知の検討を行っ

た。ハフ変換で扱うデータの範囲はノイズとして特に強い海岸付近の脈動と波浪の影響を

避けるため、C1000–C9000 のデータを使用した。また脈動と波浪ノイズの影響が少ない 3–

10 Hz のスペクトル強度に注目した。スペクトル強度分布の時系列データを 2 次元画像と

し、ハフ変換を用いて地震検知を行った。ハフ変換により求めた得票数の中で地震のないデ

ータについて標準偏差を求め、その 8倍 (25)を閾値とした。図 5.4-1にハフ変換による地震

検知の手順と行列の大きさを示す。ハフ変換により検知した地震発生時刻の分解能は 10秒

であった。 

 

図 5.4-1 ハフ変換による地震検知の手順と行列の大きさ 

 

また S-net のデータに対して STA/LTA 法による地震検知を行い、得られた地震検知時刻

を比較した。STA/LTA が 2 以上を超えたセンサ数×超えた時間に対して閾値を設定し地震検

知を行った。STAは 10秒、LTAは 60秒とした。地震計は最大 100 kmほど離れているため、

T 波の速度 (≒1480 m/s)を考えると 70 秒単位で地震の判断を行い、その時間内に地震が起

きたと判断した場合は地震検知フラグとした。図 5.4-1 から図 5.4-14に JST時刻で 1日ごと

の DAS + ハフ変換で検知した時刻と S-net + STA/LTA 法で検知した時刻を地震検知フラグ
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で比較した。検知した時刻を比較すると同時刻での検知が多いが、それぞれ単独の検知も観

察された。地震の検知数を比較するために図 5.4-16 に日ごとの DAS + ハフ変換と S-net + 

STA/LTA法で検出された数を示した。地震が 70 秒の単位時間をまたがって起きる場合を考

慮して、検知した時間が連続した場合は 1つの地震とした。日によって検出できた数の差が

変化していたが、大まかな傾向は一致した。DAS + ハフ変換により検知した数は全部で 700

であり、S-net + STA/LTA 法で検知した数は 773であった。両方が検知した数は 514 であり、

DAS + ハフ変換のみが検知した数は 186、S-net + STA/LTA法でのみ検知した数は 259であ

った。日ごとの検出数を見ると 11 月 22 日から 25 日は DAS + ハフ変換の方が S-net + 

STA/LTA法に比べて少ない。データを見ると 11 月 22日から 25日は海岸から 15 km 付近ま

でで観察される波浪による振動が他の日に比べて強く、その影響により地震の検知が困難

になった可能性がある。図 5.4-17 に 11 月 20 日と 11 月 23 日の波浪によるノイズの変化を

示す。 

 

図 5.4-2 2019 年 11月 19日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-3 2019 年 11月 20日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.4-4 2019 年 11月 21日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-5 2019 年 11月 22日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-6 2019 年 11月 23日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.4-7 2019 年 11月 24日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-8 2019 年 11月 25日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-9 2019 年 11月 26日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.4-10 2019 年 11月 27 日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-11 2019年 11月 28 日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-12 2019 年 11月 29 日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.4-13 2019 年 11月 30 日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-14 2019 年 12月 1日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.4-15 2019 年 12月 2日における DAS + ハフ変換と 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.4-16 日ごとの DAS + ハフ変換と S-net + STA/LTAによる地震検知数の比較 

 

 

図 5.4-17 波浪によるノイズの変化 (a) 11月 20 日 (b) 11 月 23 日 

 

5.5 畳み込みニューラルネットワークによる地震検知 

次に第４章で検討した F-k 空間図における CNN による地震検知の検証を行った。CNNに

よる地震検知においては、長距離測定におけるノイズレベルを想定し、ハフ変換とは異なり

DAS測定から遠方の範囲のみでの検知とした。図 5.5-1 に時系列ひずみ速度分布のある時間

空間窓（赤枠）に対応する F-kスペクトル画像とその画像のヒストグラムを示した。CNN に

よる地震検知に使用するデータの範囲は、沖合の約 8 km とし（図 5.3-1 C7400–9000）、30秒

ごとに 2 次元フーリエ変換したものを使用した。CNN を適用する F-k スペクトル画像の範

囲は、地震のスペクトル強度が強い 2.5–7.5 Hz, -0.0188–0.0188 1/mとした（150×150ピクセ

ル）。画像の濃淡は 8ビットで正規化し、強度が強い方を黒とした。濃淡の最大値は全スペ

クトル強度の標準偏差の 6 倍とし、それ以上は最大値と同値とした。地震イベントに該当す

る図 5.5-1 (b), (c), (d)に地震による特徴的な濃淡が見られた。また地震イベントに該当する
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ヒストグラム図 5.5-1 (g), (h), (i)をみると図 5.5-1 (f), (j)の分布とは違いが見られた。通常時で

はほぼガウス分布であるが、地震発生時では左に歪んだ分布になる。このことを利用して地

震と思われる教師データの候補を 200 個選出した。選出方法としては中央値と歪度がそれ

ぞれ閾値を超えたかどうかにより判断した。閾値を超えたものを実体波”Body wave”として

ラベル付けし、教師データとした。 

T波についてはスペクトル強度の傾き（速度）が決まっているため、ハフ変換を用いて該

当する傾きの直線を検知することにより選出した。F-k 画像の左上を原点としたとき、スペ

クトル強度との法線と画像の横軸の角度が約 5° (≒1480 m/s)に該当する線の投票数が閾値

を超えたならば”T-phase”としてラベル付けし、200個の教師データとした。これらの閾値は

ひずみ速度分布から確実に地震であると判断できるような規模のものを選出するため、安

全側に設定した。画像認識はオブジェクトや特徴を認識し検出することができるため、統計

的なパラメータの閾値検知よりも精度の高い分類が期待できる。 

最後に上記に該当しない F-k 画像の中から 200 個のデータを”None”とラベル付けし、教

師データとした。図 5.5-2 に CNN に使用した F-k スペクトル画像の教師データ例を示し

た。”Body wave”と”T-phase”両方の特徴が見える F-k 画像も存在するが、”Body wave”の判定

を優先した。画像の中央の縦線（波数一定）は海の波やうねりによるノイズと考えられる。

また横線（周波数一定）は船の振動によるノイズと考えられる。”None”の教師データにはこ

れらのような地震以外のノイズを含むデータを一部採用することが重要と考えられる。 

 

 

図 5.5-1 時系列ひずみ速度分布の時間×空間窓（赤枠）に対応する 

F-k 画像とその画像 ((a)~(e))のヒストグラム ((f)~(j)) 
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図 5.5-2 CNN に使用した F-kスペクトル画像の教師データ例 

 

 CNN は畳み込み層、プーリング層、結合層からなり、それらを組み合わせることにより、

最終的な分類を行う。表 5.5-1に今回検討したハイパーパラメータを示す。検討したハイパ

ーパラメータの組み合わせの中から、最も精度の高いものを選出した。 

表 5.5-1 検討した CNN のハイパーパラメータ 

Category Hyperparameter tuning 

Convolutional layer Number of layers 1, 2, 3 

 Number of filters 32, 64, 128 

 Filter size 3×3, 11×11 

 Activation function ReLU, Sigmoid 

 Max pooling layer size 2×2 

Fully-connected layer Number of layers  2 

 Number of units 256, 512, 1024 

 Activation function ReLU, Sigmoid 

 Dropout rate 0.25, 0.5 

General hyperparameters Batch size 32 

 Epoch count 10 

 Learning rule RMSProp 

 Learning rate 0.0001 
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図 5.5-3 に本研究で使用した CNNの層構造を示した。入力として用いた F-k画像は 150 × 

150ピクセルである。CNNは以下のステップに従う。 

(1) Convolutional layer: 32 filters with a 3 × 3 kernel, rectified linear function 

(2) Subsampling: Max pooling 2 × 2 

(3) Convolutional layer: 64 filters with an 11 × 11 kernel, rectified linear function 

(4) Subsampling: Max pooling 2 × 2 

(5) Convolutional layer: 128 filters with a 11 × 11 kernel, rectified linear function 

(6) Subsampling: Max pooling 2 × 2 

(7) Flattens the data to 1 dimension 

(8) Dropout with 0.5 probability 

(9) Densely connected layer with 512 hidden nodes with rectified linear function 

(10) Densely connected layer with 3 categories with sigmoid activation function 

本研究ではオープンソースのニューラルネットワークライブラリ kerasを使用してこのネッ

トワークを構築し、地震イベントの検出を行った 5.22)。ここで選択したハイパーパラメータ

やネットワークの構造はさらに最適化される可能性があるが、選出した教師データ 600 個

に対して 98%以上の精度であり、地震検知テストのモデルとしては十分と判断した。 

 

 

図 5.5-3 本研究で使用した CNN の層構造 

 

図 5.5-4 から図 5.5-17 に日ごとの DAS + CNN で検知した時刻と S-net + STA/LTA 法で検

知した時刻を比較した。ハフ変換同様同時刻のものと単独での検知が見られた。またハフ変

換と同様に図 5.5-18に DAS + CNNと S-net + STA/LTA法による日にちごとの地震検知数を

示した。検知数は DAS + CNNが 544 であり、S-net + STA/LTA法は 773であった。全体とし

ては S-net + STA/LTA の方が多かったが、これは空間的な検知範囲の差や SN 比が大きな原
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因であると考えられる。CNN のみ検知できたのは 85 で、S-net + STA/LTA 法のみ検知でき

たのは 314 であった。日ごとの検知数を見ると 11 月 29 日、30 日においては他の日よりも

検知数が多く S-net + STA/LTA 法と同程度であった。検知された F-k スペクトル画像を観察

すると 11 月 29日、30 日は T波の発生が多く、SN の低い T波を CNN のみが検知できてい

たことが原因と考えられる。図 5.5-19に CNN による日にちごとの実体波と T波の検知数を

示した。実体波の発生回数は安定していたが、T波は日によって発生回数が大きく変化して

いた。 

 

 

図 5.5-4 2019 年 11月 19日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-5 2019 年 11月 20日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.5-6 2019 年 11月 21日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-7 2019 年 11月 22日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-8 2019 年 11月 23日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.5-9 2019 年 11月 24日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-10 2019 年 11月 25 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-11 2019 年 11月 26 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.5-12 2019 年 11月 27 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-13 2019 年 11月 28 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-14 2019 年 11月 29 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.5-15 2019 年 11月 30 日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-16 2019 年 12月 1日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.5-17 2019 年 12月 2日における DAS + CNN と S-net + STA/LTA法 

によりとらえた地震検知フラグ 



89 

 

 

 

図 5.5-18 日ごとの DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知数比較 

 

 

図 5.5-19 日ごとの DAS + CNN によりとらえた実体波(Body wave)と 

T波(T-phase)の F-kスペクトル画像数比較 

 

5.6 手法の比較 

 表 5.6-1 に地震検知手法ごとの今回検討したパラメータを比較した。本研究では DAS の

基本的な地震検知の手法としてハフ変換を考え、その補間的な役割として CNNによる地震

検知を試した。またすべての検知方法について誤検知を含む。そのため検知数においては単

純に比較することは難しいが、統計的にデータを観察し、それぞれの特徴を考察することと

する。 
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表 5.6-1 今回検討した地震検知手法ごとのパラメータ 

 S-net + STA/LTA DAS + Hough DAS + CNN 

Range (km) 25–100 40.8 8.2 

Number of Channels 6 8000 1600 

Temporal resolution (s) 10 / 60 10 30 

Frequency (Hz) 3–10 3–10 2.5–7.5 

Wave length (1/m) - - -0.0188–0.0188 

 

図 5.6-1 に日ごとの DAS + ハフ変換と DAS + CNN と S-net + STA/LTA法によりとらえた

地震検知数の比較を示す。検知数の大小はあるものの、傾向は概ね一致している。日によっ

て検知数の順位が入れ替わることから、波浪のノイズの影響、震源地、地震の強度、地震の

種類などにより検知方法ごとに適した条件が異なるということがわかった。前述したがハ

フ変換による検知が 22 日から 25 日まで検知数が少なかった原因は、波浪によるノイズと

考えられる。より詳細な評価をするには、地震の特徴（震源距離、マグニチュード、震度な

ど）を考慮した解析やより近傍でのデータが必要であると考えられる。 

 

 

図 5.6-1 日ごとの DAS + ハフ変換と DAS + CNN と S-net + STA/LTA 法 

によりとらえた地震検知数の比較 

 

 DASデータと検討した異常検知手法の性能を地震計 S-net + STA/LTA 法と比較するため

に、ハフ変換と CNNによる検知をまとめて評価する。図 5.6-2 から図 5.6-15 にハフ変換と

CNN での検知の論理和をとったときの地震検知時刻と S-net + STA/LTA により検知した時
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刻を示す。また図 5.6-16に日ごとの地震検知数を比較した。DASによる検知は 782 であ

り、S-net + STA/LTA 法による検知は 773であった。両方がほぼ同時に検知した数は 551 で

あり、全体の 70%程度であった。 

 

 

図 5.6-2 2019 年 11月 19日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-3 2019 年 11月 20日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.6-4 2019 年 11月 21日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-5 2019 年 11月 22日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-6 2019 年 11月 23日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.6-7 2019 年 11月 24日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-8 2019 年 11月 25日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-9 2019 年 11月 26日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 



94 

 

 

図 5.6-10 2019 年 11月 27 日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-11 2019年 11月 28 日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-12 2019 年 11月 29 日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.6-13 2019 年 11月 30 日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-14 2019 年 12月 1日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 

 

図 5.6-15 2019 年 12月 2日における DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知フラグ 
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図 5.6-16 日ごとの DAS ハフ変換 + CNNと 

S-net + STA/LTA 法によりとらえた地震検知数比較 

 

表 5.6-2 に検知方法別の検知数、S-net + STA/LTA法と同時刻の検知数、その手法のみが唯

一検知できた数をまとめた。DAS + ハフ変換と DAS + CNN がほぼ同時刻に検知した数は

464 であり、その割合はそれぞれ 66.0%と 84.9%であった。またその手法のみが唯一検知し

たものをすべて誤検知と仮定すると、仮の精度は DAS + ハフ変換が 79.1%と DAS + CNN

が 91.7%、ハフ変換 + CNN が 75.6%、S-net + STA/LTA が 71.3%となる。その手法でのみ検

知できたものも存在すると考えられるが、割合として CNNの精度が最も高くなった。これ

は地震検知において F-k 空間での学習と分類が非常に有効であることを示していると考え

られる。ハフ変換 + CNNと S-net + STA/LTAはほぼ同じ検知数で同程度の精度となるため、

DAS と本研究で検討した検知方法は、従来の地震観測システムとほぼ同程度の性能がある

と考えられる。 

 

表 5.6-2 検知方法別の検知数、S-net + STA/LTA 法と同時刻の検知数、唯一検知できた数 

 DAS + Hough DAS + CNN DAS Hough + CNN S-net + STA/LTA 

Number of detections 700 544 782 773 

And S-net + STA/LTA 514 (73.4%) 459 (84.4%) 551 (70.5%) - 

Only 146 45 - 222 

 

図 5.6-17 に全期間での発生間隔時間に対するヒストグラムを示す。地震の発生間隔につ

いては指数分布に従うことが知られているので、指数分布から求めた発生間隔時間に対す

る発生頻度をプロットした（赤線）。どの検知方法も指数分布とよく一致しており、特定の
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周期をもつようなノイズによる誤検知は少ないと考えられた。平均発生間隔は DAS + ハフ

変換が 1617 s 、DAS + CNN が 2077 s、ハフ変換 + CNNが 1447 s 、S-net + STA/LAT が 1463 

s であった。 

 

 

図 5.6-17 地震検知間隔と指数分布 (a)DAS + ハフ変換 (b)DAS + CNN  

(c) DAS ハフ変換 + CNN (d) S-net + STA/LTA 法 

 

5.7 まとめ 

東京大学地震研究所により平成 8年に設置された三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測

システムの予備ファイバを用いて、2019 年 11 月 18 日から 12 月 2 日に行われた DAS 測定

データを解析し、第 4 章で検討した異常検知手法の適用性を検証した。DAS を用いること

で、地震だけでなく、船や脈動などの現象も観測することができた。また DASは空間的に

振動を観測できるため、波の分散、速度などの解析を詳細に行うことができた。DAS 測定

データに対して第 4章で検討したハフ変換による地震検知と CNNによる地震検知の適用性

を検証した。全測定期間でハフ変換により 700 の地震を検知し、CNN により 544 の地震を

検知することができた。また 2 つの手法により 782 もの地震を検知することができた。ま

た開発した 2 つの手法を S-netの海底地震計と比較すると、同時に検知できたものが 70%程

度であり、同程度の検知数、精度であった。そのため DASと開発した 2つの異常検知手法

は、従来の地震観測システム同様、海底地震観測において有用であると示すことができた。

開発した 2 つの異常検知手法と従来の海底地震計と検知方法には、それぞれ検知可能な振

動や環境があり、相補的に使うことでより広範囲で精度の高い地震検知や地震の解析がで

きることを示した。 
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第 6 章 結論および今後の課題 

6.1 結論 

本研究では広範囲を監視し、自動で異常を検知するシステムとして、特に海底地震の観測

を目的とした DASシステムの社会実装を目指し、社会実装に向けた課題を考え、解決方法

の検討を行い、下記の知見を得た。 

 

第 3 章 「DASにおけるノイズの低減」では、DAS測定の課題である光量低下によるノイ

ズについて考察と実験を行った。入射光と後方散乱光に対して双方向の光増幅器による光

量回復を行い、それに伴う位相差雑音の変化を実験から求めた。入射光の強度を上げていく

と非線形光学効果によるノイズの増大を確認した。非線形効果を調べるために光スペクト

ラムアナライザを使用して、入射光のスペクトルを調べたところ、距離によって分散の度合

いが変化していることを確認したため、自己位相変調が起きていることがわかった。非線形

光学効果の閾値を超えない程度に入射光の強度を増幅し、帰路の光増幅器を調整すること

で、全体の平均位相差雑音を 40%程度まで抑制することに成功した。複数の双方向増幅器

を導入することで、さらに長距離測定が可能になると期待される。しかしながら帰路の光増

幅器による自然放出光と局所発信光のビート雑音が主な雑音になるため、双方向光増幅器

の個数を増やしすぎても雑音が大きくなる可能性がある。平均位相差雑音を最小にするよ

うな最適化として、得られた位相差雑音分布を利用し複数の双方向光増幅器におけるシミ

ュレーションを行った。例として測定長 300 kmのときにおける最適な双方向光増幅器間の

距離を求めた。本研究の環境では双方向光増幅器が 3 つで間隔が 75 km になるときに平均

位相差雑音が最小になることが計算から求めた。実際のシステムにおいては接続損失や、SN

比とファイバ位置の非線形性を考慮しないといけないが、システム設計の見積としては有

用であると考えられる。 

 

第 4 章 「DAS データにおける異常検知手法検討」では、DAS データにおける異常検知手

法、特に海底ケーブルを使用した地震検知について検討した。DAS データの異常検知にお

いて、場所により SN 比や応答が異なることや、大量のデータの処理、DASデータの強みで

ある多点測定データの活用などを考慮して新しい地震検知手法を考えた。地震検知手法と

して限定的な帯域のスペクトル強度分布におけるハフ変換と F-k 空間図における CNNにつ

いて検討した。ハフ変換については、場所によってデータの SNが悪い部分があっても広範

囲のデータ使用することで直線を検知できるメリットがある。また F-k空間図におけるCNN

については、データの SN が悪くても周波数×波数領域で振動の分類を行えるというメリッ

トがある。 

 

第 5 章 「海底光ケーブルを用いた地震観測」では、東京大学地震研究所により平成 8 年
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に設置された三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システムの予備ファイバを用いて、

2019 年 11 月 18 日から 12 月 2 日に行われた DAS 測定データを解析し、第 4 章で検討した

異常検知手法の適用性を検証した。DAS を用いることで、地震だけでなく、船や脈動など

の現象も観測することができた。また DAS は空間的に振動を観測できるため、波の分散、

速度などの解析を詳細に行うことができた。DAS 測定データに対して第 4 章で検討したハ

フ変換による地震検知と CNNによる地震検知の適用性を検証した。全測定期間でハフ変換

により 700 の地震を検知し、CNN により 544 の地震を検知することができた。また 2 つの

手法により 782もの地震を検知することができた。また開発した 2 つの手法を S-netの海底

地震計と比較すると、同時に検知できたものが 70%程度であり、同程度の検知数、精度であ

った。そのため DASと開発した 2つの異常検知手法は、従来の地震観測システム同様、海

底地震観測において有用であると示すことができた。開発した 2 つの異常検知手法と従来

の海底地震計と検知方法には、それぞれ検知可能な振動や環境があり、相補的に使うことで

より広範囲で精度の高い地震検知や地震の解析ができることを示した。 

 

以上の検討により、DAS の社会実装の一つである海底地震観測の可能性を示すことができ

た。双方向光増幅器を用いたノイズの低減と、長距離での DAS測定の設計について最適化

方法を示すことに貢献した。また地震検知手法についてハフ変換と F-k空間スペクトルにお

ける CNN を提案した。実際のデータを使用して適用性を検証し、海底地震観測システムと

して有効であることを示すことができた。 

特に日本においては東日本大震災や南海トラフなど海底の活断層による地震の監視は非

常に重要である。DAS は光ファイバケーブルさえあれば、長距離に渡って線で測定できる

ため、次世代の地震観測網として期待されている。本研究における検討が数百 kmもの長距

離での地震検知システム実現に向けた礎となることを期待するとともに、光ファイバセン

サ技術の発展を願う。 

 

6.2 今後の課題 

・実際に複数の双方向光増幅器を使用した数百 kmの地震観測と異常検知手法の適用性検証 

・WDM技術を利用した DASと WDM 用の双方向光増幅器の検討 

・海底地震観測に最適な光ファイバの被覆やケーブルの検討 

・応答性を改善するような敷設方法や構造の検討 

・日本における DAS地震観測網の実現 
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付録について 

本稿では光ファイバ分布型音響センサの社会実装として、海底地震観測について検討し

た結果について述べた。以下の付録では海底地震観測以外の社会実装の例として、検討した

取り組みについて説明する。付録 1 は建築物の既存光ファイバを活用した地震観測につい

て検討した結果をまとめた。また付録 2は DASをマイクロフォンアレイとして適用性を検

証したのでその結果を示す。 
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付録１ 建築物の既存光ファイバを用いた DAS による地震観測 

本章では建築物の既設光ファイバを利用することで、DAS による地震観測を行った。ま

た地震発生時のひずみ速度スペクトル強度を観測することで、場所ごとの揺れやすさを評

価した。 

2019年 12月 13日から 20日に静岡大学の静岡キャンパスにある通信用光ファイバの空芯

を利用して測定を行った。図 A1-1 に DAS 測定に用いた静岡大学静岡キャンパスの既設通

信用光ファイバケーブル経路を示す。光ファイバケーブルは光コネクタにより接続されて

いる。行きと戻りを光ケーブルで接続することで伝送路とし、新たな敷設工事なしで広い範

囲の測定を可能とした。光ファイバは建物や共同溝、陸橋など様々な場所を通っており、そ

の場所ごとに置かれた環境が違うため得られる振動の応答が異なっている。図 A1-2に通信

ケーブルが収められた地下の共同溝 (a)と陸橋 (b)の写真を示す。 

 

図 A1-1 DAS 測定に用いた静岡大学静岡キャンパスの既設通信用光ファイバケーブル経路 

 

 

図 A1-2 (a) 通信ケーブルが収められた地下の共同溝 (b) 陸橋 
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使用した DASは AP Sensing 社製の N5200A である。測定に使用した光ファイバの全長は

約 2.3 km の長さであった。測定周波数は 500 Hz でサンプル間距離は 1.25 m、空間分解能で

あるゲージ長は 5 mであった。 

図 A1-3に地震発生時（2019 年 12月 14日 3:24）のひずみ速度スペクトル強度 (0–20Hz)の

分布を示す。場所ごとに地震の振動によるひずみ速度が観測された。図 A1-4に (a)通常時

と (b)地震発生時のひずみ速度スペクトル強度を示した。地震発生時西側の南北に伸びた

道路が良く振動しており、中でも振動が大きい場所は陸橋であった。さらに陸橋付近で取

得された地震発生時の位相差をひずみ速度に変換し、静岡大学付近にある F-net 広帯域地

震観測網の地震速度計（中伊豆、富士川、金谷）のデータと比較した A.1)。図 A1-5 に地震

による場所ごとの震度と、震源地、静岡大学、F-net広帯域地震観測網の地震計の位置を示

す A.2)。観測した地震は震源が伊豆大島近海で深さ 33.32 km、M4.3であった。図 A1-6 F-

net 地震計（南北方向）と DASにおける 2019年 12 月 14 日 3:24 に発生した地震観測デー

タを示す。同じ物理量でないため絶対値の比較はできないが、似た波形の振動が得られ

た。得られた地震波形から P波と S波の到達時刻を算出し比較した。表 A1-1に F-net地震

計と DASにおける地震源からの距離、P波速度、S波速度、測度比を示す。観測場所ごと

に地震の伝わる経路が異なるので、完全に同じ値にはならないが DASと地震計から導か

れた速度はほぼ近い値を示した。 

 

 

図 A1-3 地震発生時（2019 年 12 月 14 日 3:24）のひずみ速度スペクトル強度 (0–20Hz) 
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図 A1-4 通常時と地震発生時の場所ごとのひずみ速度スペクトル強度 

 

図 A1-5 2019年 12 月 14 日 3:24 に発生した地震による場所ごとの震度と、 

震源地、静岡大学、F-net 広帯域地震観測網の地震計の位置 A.2) 

 

図 A1-6 F-net地震計と DASにおける 

2019 年 12 月 14日 3:24に発生した地震観測データ 
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表 A1-1 F-net地震計と DASにおける地震源からの距離、P波速度、S波速度、速度比 

 Nakaizu Fujigawa Shizuoka (DAS) Kanaya 

Distance from the epicenter (km) 54.8 102.2 99.1 132.1 

P-wave velocity (km/sec) 6.10 6.28 5.96 6.22 

S-wave velocity (km/sec) 3.38 3.56 3.20 3.47 

P-wave/S-wave 1.808 1.764 1.861 1.793 

 

 図 A1-7 に静岡大学付近の表層地盤増幅率マップを示す A.3)。表層地盤増幅率とは、地表面

近くに堆積した地層の地震時の揺れの大きさを数値化したもので、地震に対する地盤の弱

さを示す。数値が大きいほど地盤は弱く揺れは大きくなる。地震ハザードステーションのデ

ータは、微地形区分から算出された表層地盤の層厚 30 m の平均 S波速度を用いたものであ

り、工学的基盤（Vs=400m/s）から地表に至る最大速度の増幅率を示したものである。公表

されているものは約 250 m 四方単位に細分化した数値である。このマップに対して DASで

測定した地震発生時のひずみ速度スペクトル強度を比較した。図 A1-8に地震発生時の DAS

ひずみ速度スペクトル強度と地盤増幅率マップを示す。西側の表層地盤増幅率は東側に比

べて高く、DASによるひずみ速度スペクトル強度も高い。地震発生時の DASひずみ速度デ

ータを使用することで、表層地盤増幅率マップを補間するような、より詳細な揺れやすさの

マップを作成することができる可能性を示すことができた。 

 

 

図 A1-7 静岡大学付近の地盤増幅率マップ A.3) 
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図 A1-8 地震発生時の DASひずみ速度スペクトル強度と地盤増幅率マップ 

 

参考文献 

A.1) F-net広帯域地震計データ 

http://www.data.jma.go.jp/svd/eqdb/data/shindo/index.html cited 29th Dec. 

A.2) 気象庁 震度データベース検索 

https://www.data.jma.go.jp/eqdb/data/shindo/index.html cited 29th Dec. 

A.3) J-SHIS 地震ハザードステーション 

https://www.j-shis.bosai.go.jp/map/ cited 29th Dec. 
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https://www.data.jma.go.jp/eqdb/data/shindo/index.html
https://www.j-shis.bosai.go.jp/map/
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付録 2 DAS を利用したマイクロフォンアレイによる音源定位実験 

本章では DASの応用としてマイクロフォンアレイへの適用性検証の結果を示す。マイク

ロフォンアレイは複数個のマイクを使用することで、ビームフォーミングによるノイズ低

減や、音源定位、音源分離、音源追跡などを行うことである。応用として例えば電車の騒音

発生箇所の特定に利用される。マイクロフォンは 1 個につき信号線と電源供給の電線が必

要なため、複数個使用する場合には設置が煩雑になる。DAS は 1 本の光ファイバで長距離

の振動測定ができるため、マイクロフォンアレイの取り回しが良くできるというメリット

がある。DAS を用いた空中音波の観測として、中空のシリンダー構造に光ファイバを巻き

付けたものを光ファイバマイクロフォンとしてドローンの音源追跡を行った研究がある A2-

1)。この実験では半径 25.4 mm のシリンダーに 60 m の光ファイバを巻き付けたセンサコイ

ルを 4つ使用して音源追跡実験を行った。センサコイルの音圧に対する感度は、音圧による

シリンダーの変形から導かれる。シリンダーの外半径 Rの変化 δRは 

𝛿𝑅 =
𝑃𝑅

𝐸𝑐
(
𝑅2+𝑟2

𝑅2−𝑟2
− 𝜈𝑐) (A2.1) 

と表せる。ここで P：音圧、Ec：シリンダーのヤング率、r：内半径、νc：シリンダーのポア

ソン比である。シリンダーの変形に伴いファイバの長さも変化する。ファイバの長さの変化

δLは 

𝛿𝐿 = 2𝜋𝑁𝑟𝑜𝑙𝑙𝛿𝑅 =
𝐿

𝑅
𝛿𝑅  (A2.2) 

と書ける。ここで Nroll：ファイバの巻き数である。ここで DAS が観測するファイバ長の変

化に伴う位相差 δφは 

𝛿𝜑 = 𝛿𝐿
2𝜋

𝜆
{𝑛 −

1

2
𝑛3[−𝜈0𝑝11 + (1 − 𝜈0)𝑝12]} (A2.3) 

となる。これによりセンサコイルの音圧に対する感度 Sは 

𝑆 =
𝛿𝜑

𝑃
 (A2.4) 

と定義する。文献では 60 mの光ファイバで-100 dB re.1rad/μPa程度の感度であった。これは

20 μPa の音圧で 0.3 mrad 程度の位相差が発生する計算である。 

 図 A2-1 に本実験で使用したセンサコイルとアレイを示す。使用した光ファイバはナイロ

ン被覆のシングルモードファイバであり、外半径 39 mm、外半径 39.3mm の PVC の円筒形

容器に両面テープで 6 m 巻きつけた。センサコイルは 64 個作成し、センサ間は干渉を防ぐ

ため 6 m 離した。センサコイルは 8×8 のマトリックスを形成し、横約 250 mm縦約 150 mm

間隔で配置した。センサコイルは光ファイバの先端からセンサ番号#1 とし DAS測定器に一

番近いセンサを#64 とした。式 A2.1 から A2.4 により作成したセンサコイルの理論感度を求

めた。求めた理論感度は-120 dB re.1rad/μPaであった。PVC円筒容器のヤング率は 3.53 GPa、

ポアソン比は 0.32 とした。 
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図 A2-1 実験で使用したセンサコイル(上左、上右)とアレイ(下) 

 

 まずスピーカを使用してセンサコイルの DAS 測定距離上の位置確認を行った。図 A2-2 

(a)は測定した時系列のひずみスペクトル密度である。また図 A2-2 (b)は時系列ひずみスペク

トル密度を積分したものである。センサコイル#1から#64にまで音波を与え、その強度がピ

ークとなるところを DASの上センサ位置とした。 

 

 

図 A2-2 センサコイルの DAS測定距離上の位置確認 

(a) 時系列ひずみスペクトル密度分布 (b) (a)の時間積分 
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次にセンサコイルの感度を測定するため図A2-3のように 4 m離れたスピーカから 680 Hz

の音波を与えた。騒音計により音圧を測定し、得られた位相差により感度を計算した。図 A2-

4 にセンサコイル#1により測定したひずみを示した。ひずみは DASにより測定したひずみ

速度を積分し 580–780 Hz でフィルタ処理した。得られた位相差からセンサコイルごとの感

度を計算した。図 A2-5 にセンサコイルごとの感度を示す。点線は理論値である。センサコ

イルは巻き方や音波の当たり方などから感度がバラバラである。理論値と比較すると 1/3か

ら 3 倍程度の差があることがわかった。 

 

 

図 A2-3 スピーカによる音波実験の様子 

 

図 A2-4 センサコイル#1により測定したひずみ (580–780 Hz) 
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図 A2-5 センサコイルごとの感度 点線は理論値 

 

 図 A2-6 に音源定位実験でのスピーカの位置を示す。音源定位実験ではスピーカの位置

を 3 パターンで変化した。アレイの中心を原点とすると、xyz 座標でスピーカ位置 1(0, 4, -

0.54)、スピーカ位置 2 (1.4, 4, -0.54)、スピーカ位置 3 (0, 4, -0.14)であり、θφ 座標でスピー

カ位置 1 (0°, 7.8°)、スピーカ位置 2 (22.6°, 7.8°)、スピーカ位置 3 (0°, 2°)である。 

 

 

図 A2-6 音源定位実験でのスピーカの位置 

 

 図 A2-7(a)にスピーカ位置 1 におけるセンサ間の位相差マップを示す。センサ間の位相差
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は DASにより得られたひずみに対して相互相関をとることにより求めた。位相差は-π から

π なのでセンサ間によっては|π|以上の位相差となり、位相アンラッピングが必要となる。近

いセンサ番号は距離的に近いので、近接の差分が|π|以上ならばアンラップとした。図 A2-7 

(b)に位相アンラッピングにより回復した位相差マップを示す。場所によっては低 SN 比に

より位相アンラップに失敗している所がある。音源の位置を調べるために、ある音源位置に

対する位相差マップを計算し、DAS 測定により得られた位相差マップと比較することで、

音源定位を行った。位相差マップの測定値と理論値の二乗誤差をとり、最小となる音源位置

を探した。二乗誤差の合計をとる際に、相互相関係数が小さい点は無視するように二乗誤差

に相互相関係数を乗じた。図 A2-8 にスピーカ位置ごとの DAS 測定により得られた位相差

マップと、実際のスピーカ位置情報により計算から求めた位相差マップを示した。DAS 測

定により得られた位相差マップから導かれた音源位置はスピーカ位置 1 (0, 4, -0.69)、スピー

カ位置 2 (1.5, 4.8, -0.81)、スピーカ位置 3 (0, 4, -0.15)であり、実際のスピーカ位置とは数十

cm から 1 m 程度の誤差があった。これは SN 比や壁、天井、床からの反射の影響が考えら

えれた。 

 

 

図 A2-7 (a)スピーカ位置 1 におけるセンサ間の位相差マップ 

(b)位相アンラッピングにより回復した位相差マップ 
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図 A2-8 スピーカ位置ごとの DAS測定により得られた位相差マップ(上)と 

実際のスピーカ位置情報により計算から求めた位相差マップ(下) 

 

 次に遠方音響ホログラフィにより音源方位を求めた。図 A2-9 に遠方音響ホログラフィに

よる音源方位確率マップの作成説明図を示す。遠方音響ホログラフィは相互相関関数から

相関係数 ckと位相差 ψkから複素指数関数 (ckexp(iψk))マップを作り、二次元フーリエ変換す

ることにより音源の確率分布を作成する方法である。音源定位のときはセンサ間の相互相

関を求めたが、ここでは 680 Hzの正弦波とセンサの相互相関を使用した。 

 

 

図 A2-9 遠方音響ホログラフィによる音源方位確率マップの作成 

 

図 A2-10にスピーカ位置ごとの DAS測定による音源方位確率マップと実際の音源方位を

示す。分解能を上げるために 2 次元フーリエ変換する際、ゼロパディングを行った。得られ
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た音源方位確率マップは実際の音源方位とほぼ同じであった。音源の他に左右上下に強度

が出るのは壁、天井、床からの反射の影響と考えられる。また図 A2-11 に感度による補正を

示す。音源の方位にあまり変化はなく、反射の影響が若干変化した程度であった。これは

元々の感度の差が少ないことと、SN比が大きいことが原因であると考えられる。 

 

 

図 A2-10 スピーカ位置ごとの DAS測定による音源方位確率マップ (上)と 

実際の音源方位 (下) 
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図 A2-11 スピーカ位置ごとの DAS測定による音源方位確率（上） 感度による補正（下） 

 

 DAS によるマイクロフォンアレイへの適用性検証のため、6 m の光ファイバを円筒容器

に巻き付けたセンサコイルによるアレイを作成し、音源定位実験を行った。作成したセンサ

コイルの理論感度は-120 dB 1re. 1 rad/μPaであり、実際の感度はその 1/3 から 3倍程度であ

った。音源の正確な位置に対しては数十 cm から 1 m 程度の誤差があった。音源の方位につ

いては角度が数度程度のずれであった。実験結果から簡易的なセンサコイルでも、ある程度

の音源定位が可能であることを示すことができた。 
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